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巻頭言 

会長 小野 博

グローバル人材育成教育学会は２年目に入り、昨年 11 月に秋田の国際教養大学で開催し

た第２回全国大会について多くの参加者から大満足だったとの話を聞き、大変嬉しく思っ

ています。

さて、最近の大学の国際化・グローバル人材の育成の現状はどうなっているのでしょうか。

従来から日本の国際化に強いと言われている大学は、素晴らしい教授陣と世界の一流大学

との留学協定によって、意識と英語力が高い学生に世界の一流の学生と共に学ぶ機会を提

供し続けています。その役割は日本社会に大きな影響を与え、これらの機会を得た卒業生が

日本の経済の繁栄を支えてきたと言っても過言ではありません。

時代が移り、日本を取り巻く世界の経済環境の急激なグローバル化と 18 歳人口の減少に

よる入試の多様化や大学生の学力低下が進む中で、全ての大学に本当の意味での“グローバ

ル人材育成教育”が求められており、これからは分厚い中間層の学生をいかにしてグローバ

ル人材に育成するかの競争の時代に入ると考えます。すなわち、これまでのグローバルリー

ダーの育成に加え分厚い中間層をグローバル人材に育てる教育が全ての大学に求められて

いるのです。

 大量のグローバルリーダーの育成で先陣を切ったのは第２回全国大会を開催した国際教

養大学であり、開校 10 年で巷の優良企業が卒業生を欲しがるところまできました。第３回

全国大会を開催する明治大学の政経学部は本来の教育力を発揮し６年で、従来、国際化に熱

心だと言われている大学でもできなかった、“学生への教育”によるグローバル人材の育成

に成功し、先頭を走っています。言いかえれば素晴らしい教育的指導者が現れれば、教員の

負担は大きいものの研究に比べ比較的短期間で成果を出すことが実証されたのです。

筆者は元来グローバル人材の育成は大変手間がかかる事業であり、個々の教員の情熱と

海外の人脈をフル動員した上で、知恵を絞り、学生が求める留学先やインターンシップの機

会を提供する環境が用意できないと大量の人材の育成には成功しないと考えています。そ

の第一歩は、英語力と共にコミュニケーション能力・異文化対応力を教育によって身に付け

ることだと考えます。

文科省から多大な支援を受けた大学の中にも、学生の実力（英語力等）や資質を申請時に

は把握しておらず、採択後に軌道修正し少人数の英語力のレベルが高い学生だけを入試で

集め、全員留学で達成しようとしている大学があると聞いてます。また、研究面での実績は

あるものの、学部学生のグローバル人材の育成に不熱心な大学は多いようです。さらに、ま

だ、どのようにして学生の英語力・コミュニケーション能力・異文化対応力を高めたら良い

かが分からず、本題に入いれず苦悩している大学もあるようです。

今後は、知恵を絞ったユニークな就学力育成支援事業のように、多くの大学がグローバル

人材育成に取り組み、全国大会、支部大会での発表や論文投稿が増えることを期待していま

す。

また、グローバル人材育成学会は多様なグローバル人材を育成したい全ての大学の教職

員に門戸を広げ、先行する大学が持つノウハウの提供と本音で質疑や議論ができる環境を

そろえるように務めています。

このところ、論文投稿も増えており、若い研究者に発表の場をさらに広げたいと考えてお

り、多くのグローバル人材の育成に係わる大学関係者の入会を歓迎しています。
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論文 

アクティブ・ラーニング・コースとしての 

グローバル・インターンシップ 
（インターンシップにおける産学連携を目指して） 

田邉 信 A 

Global Internship as an Active Learning Course 
(Toward an Industry–University Collaboration in Internships) 

Shin TANABEA 

Abstract: An increasing number of Japanese companies have initiated internship 
programs to promote their businesses and recruit talented youth. Most of them offer 
brief internship programs lasting only for 3–10 days and try to reach out to maximum
possible university students. Although it is an irrefutable fact that an internship itself 
offers valuable opportunity for both future employers and employees (students), this 
study questions the current “short internship boom” that only seems to hasten 
university students to pursue a job since the early stages of their college life and 
diminishes the value of their undergraduate education. Instead, this study asserts the 
importance of an industry–university collaboration in an internship program and 
proposes an internship course as an active learning course. The study argues that an 
active-learning-based internship can facilitate students to analyze businesses 
extensively, improve their communication skills, and link their internship experience 
to their undergraduate program. As a case study, the Global Internship program offered 
by Kwansei Gakuin University since 2012 is analyzed herein. 
Keywords: internship, active learning, industry-university collaboration 

１ はじめに

インターンシップを実施する企業が年々増加してい

る。例えば、大手就職サイトを運営する株式会社マイ

ナビによると、主要就職4サイト上のインターンシッ

プ掲載社数と掲載コース数は 2013 年以降上昇してお

り、2015 年卒向けでは掲載社数が前年比 1.73 倍の

4,124社、掲載コースに至っては前年比1.67倍の6,018
コースと急増している 1)。2016年卒向けコースについ

ても 2014 年 6 月時点で 4,645 社と 2015 年卒向けを

凌ぐインターンシップ募集企業数が確認されている 2)。 
インターンシップ参加学生も同様に増加傾向にある。

「マイナビ大学生広報活動開始前の活動調査」や「マイ

ナビ大学生インターンシップ調査」によると、2014年

度卒、2015年度卒ともインターンシップに参加した 
------------------------------------------------ 

A: 関西学院大学国際教育協力センター 

学生は 32％前後であったのに対し、2016 年度卒の大

学生については約 61.4％がインターンシップに参加

したと回答している。また、学生一人当たりのインタ

ーンシップ体験企業社数も 2015 年度卒では平均 1.6
社であったが、2016 年卒については1.93 社と増加し

ている 3, 4)。インターンシップを実施する企業が増える

中、インターンシップに参加する学生も着実に増加し

ているのである。

 ところで、各企業はインターンシップにおいてどの

ようなプログラムを提供しているのだろうか。上記の

インターンシップ調査によると、期間としては1日

～1週間未満がほとんどであり、内容としてもグルー

プワークや社員による講義が中心であったとのことで

ある。企業によっては2週間をこえる有償インター

ンシッププログラムを設け、社員と同じような扱いを

謳っているところもあるが、その数はまだまだ限られ
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ている。ほとんどの場合、企業はインターンシップ

を採用活動のための短期の「お見合い」イベントとし

て位置付けており、学生に自社の魅力をアピールしつ

つも、グループワーク等を通じて優秀な学生を見極め

ているのである。

 インターンシップの普及自体は、就職におけるミス

マッチを防ぐ意味で望ましいかもしれない。しかし、

今日起こりつつある「短期インターンシップ・ブー

ム」は、大学生が学業に専念することを目的として春

から夏に繰り下げられた就職活動時期をむしろ早める

ことにつながっており、学生の意識をより一層学業か

ら就職活動へと向かわせているように思えてならな

い。本論ではこうした問題意識に立ち、オルタナティ

ブとしての産学連携型インターンシップ・コースの可

能性と意義について議論していく。企業独自のインタ

ーンシップではなく、大学の正規科目であるアクティ

ブ・ラーニング型インターンシップを実施していくこ

とで、より教育効果の高いインターンシップを実施す

ることができると主張したい。特に留学生を巻き込ん

だ英語によるアクティブ・ラーニング型インターンシ

ップは、グローバル人材育成を促す有益な試みである

と論じたい。以下では、アクティブ・ラーニング型イ

ンターンシップの概要について説明し、その実例とし

て関西学院大学が2012年度より実施しているグロー

バル・インターンシップについて紹介する。

２ アクティブ・ラーニング型インターンシップとは

文部科学省によると、アクティブ・ラーニングとは

「教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、

学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学

習法の総称」であり、「学修者が能動的に学修するこ

とによって、認知的、倫理的、社会的能力、教養、知

識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る」5) とされ

ている。ここでは、教員は基礎知識を提供しつつも、

ファシリテーターとして学生の議論を喚起し、学生が

自ら考え、表現する手助けをすることが求められる。

一方の学生も、単に講義を聴いて情報を得る受動的な

学習ではなく、ディスカッションやプレゼンテーショ

ン、フィールド・ワークなどの課題に取り組むこと

で、自ら学習項目を発見し、理解し、表現することが

期待されている。

インターンシップをアクティブ・ラーニング・コー

スとして位置づける場合、インターンシップはあくま

でも学習者が能動的に取り組み、自分自身について理

解を深めるための「テクスト」として位置づけられ

る。したがって、学生は企業担当者のオリエンテーシ

ョンを受け、グループワークや職場見学など与えられ

たインターンシップ内容をこなしていくものの、そう

した企業での体験に満足して終わるのではなく、その

体験を通じて企業や業界の位置づけ、自国文化や社会

の特徴、さらには自らの就業適性やキャリアの志向性

について振り返ることが求められる。大学内での企

業・業界研究や他の学習者とのインターンシップ体験

の共有といった事前・事後学習、日誌や期末レポート

といったコース課題はまさにその振り返りを促すもの

であり、インターンシップを一過性の「イベント」に

終わらせるのではなく、個々人のキャリア理解やキャ

リア開発へとつなげていく仕掛けといえよう 6)。アク

ティブ・ラーニング型インターンシップとすること

で、学生は特定の企業における「就業（そのもの）に

ついて」学ぶのではなく、「就業（体験）を通して」

自分自身や企業、社会について包括的に見つめなおす

ことができるのである。

 アクティブ・ラーニング型インターンシップでは、

協働作業も重視される。会社説明会や採用活動の一環

として実施されがちな企業インターンシップと異な

り、アクティブ・ラーニング型インターンシップは大

学の正規科目として実施される。したがって、グルー

プ・レポートやグループ・プレゼンテーションなどグ

ループでの成績評価項目を盛り込むことにより、学生

間の協働作業を促し、異なる視点や考え方に触れ、自

らの考え方を見つめなおす機会を設けることができる

のである。それぞれの学生は「なぜ相手は自分と異な

った考え方をするのか」、「相手の考え方にどのような

長所・短所が認められるか」、「どういう建設的な意見

を提示すれば、議論は進展するか」と考えるようにな

る。とりわけ教育効果が高いのは、留学生を交えた協

働作業である。異なる社会文化的背景をもつ若者が協

働して同じ課題にあたることにより、生活習慣や価値

観が異なる人間のものの見方や考え方、解決方法や表

現方法の違いについても理解することができるからで

ある。世界市民を育む新しいリベラル教育の重要性を

訴えるマーサ・ヌスバウムに倣えば、こうした文化の

垣根を越えた協働作業は①批判的な自省を促し、②全
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人類的視点から自分たちの在り方を確認させ、③自分

と異なる他者の立場になって考えることを可能にする

のである 7)。

最後に、アクティブ・ラーニング・コースとしての

インターンシップは、新たな学問的興味・関心を呼び

起し、大学の他の授業やプログラムの動機づけを高め

る。企業での実習を含めたインターンシップ・コース

全体を通じて、学生は企業だけでなく、日本経済や日

本社会について新しい視点を得ることができる。学生

によっては、これが出発点となり経営学や社会学、コ

ミュニケーション学など自分の専攻以外の学問に関心

をもつ者も出てくるだろう。とりわけ、修了証書プロ

グラムなどの履修科目としてインターンシップ・コー

スが組み込まれていれば、学生の発展的学習への動機

づけとなる。実際、グローバル・インターンシップ・

コースを終えた本学の学生も英語学習にさらに力を入

れるようになっており、後述するCCC修了証書プロ

グラムの単位認定科目として英語で開講されているコ

ースを積極的に履修している。インターンシップ体験

と学問をうまく結びつける履修指導を行い、修了証プ

ログラムなどの枠組みを整備することによって、こう

した発展的な学習が期待できるのである。

 以上、アクティブ・ラーニング型インターンシップ

の重要性について述べた。要約すると、アクティブ・

ラーニング型インターンシップは、①学生のインター

ンシップ体験の振り返りと自省を促し、②他学生との

協働学習をすすめ、③インターンシップ後の発展的な

学習へとつなげることができる。大学の正規科目とし

てアクティブ・ラーニング型インターンシップを整備

することにより、企業でのインターンシップを一過性

の「イベント」にしてしまうのではなく、教育効果が

見込める有意義なインターンシップへと変えていくこ

とができるのである。以下では、その実例として、関

西学院大学が実施しているグローバル・インターンシ

ップ（GI）を紹介し、その意義について考えていき

たい。

３ グローバル・インターンシップ（GI）とは 

3.1 グローバル・インターンシップの位置づけ

関西学院大学では文部科学省の「大学の世界展開力

強化事業」の一環として、カナダの3大学（トロン

ト大学、クイーンズ大学、マウント・アリソン大学）

と共同で『クロス・カルチュラル・カレッジ

（CCC）』というバーチャル・カレッジ・プログラム

を運営している。これは日本とカナダの学生が協力し

て課題を発見し、解決策を立案・実行するための知識

の獲得と能力開発を目指すプログラムであり、学生は

多文化共生論、国際関係論、北米研究やアジア研究

（日本研究を含む）、日加学生協働科目の計16単位

を履修することによりCross-Cultural College修了

証を手にすることができるというものである 8)。グロ

ーバル・インターンシップはこの日加学生協働科目の

一つで、日加の学生がペアを組み、日本企業、カナダ

企業、その他外資系企業等でのインターンシップを通

じて、企業や自らのキャリアについて省察することを

目的としている。受入先としては製造業だけでなく、

金融・保険業や旅行業、小売業、コンサルティングフ

ァームなどの専門サービス業と多岐にわたっており、

規模も数名で事業を営むベンチャー企業から世界各地

に多くの従業員を抱える大企業まで多種多様である。

2012年度に日本国内ではじまったこのコースは、

2014年度からカナダでも実施されるようになり、こ

れまでに延べ120名の学生が参加してきた。学生の

所属も国際学部だけでなく、文学部や経済学部、総合

政策学部、商学部、社会学部など様々である。ちなみ

に、このインターンシップでは選抜試験があり、参加

希望者は書類選考（応募書類及びTOEIC680点以上

のスコアシートによる選考）と教員との英語面接に合

格しなければならない。これまでに参加した多くの学

生は学部3年生であり、その約8割が女子学生であ

った。なお、コースを修了した学生には、3単位（日

本プログラムのみに参加した場合）、もしくは6単位

（日加両国のプログラムに参加した場合）が与えられ

ており、卒業所要単位としても認められている。

3.2 グローバル・インターンシップの概要

 グローバル・インターンシップは座学研修と受入企

業での実地研修の2部から構成される。まず学生た

ちは大学（関西学院大学ないしはトロント大学）にお

いて日本（カナダ）の企業文化やマネージメントスタ

イル、ビジネスマナーについての講義を受け、日加学

生のペアで受入企業について10分間のプレ・インタ
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ーンシップ・プレゼンテーションを行う。その上で、

受入企業で8 日間にわたる日加学生ペアでのインタ ー

ンシップ（実地研修）に臨むのである。ここでは企業

担当者によるオリエンテーションののち、マーケテ ィ

ング・リサーチや人事戦略立案などのプロジェクトが

与えられ、最終日に社内で発表するように指示され

る。プロジェクトの一例としては「2016年度以降の

新卒採用動向のレビューと戦略立案」「新入社員研修

のレビューと改善案の立案」「女性が働きやすい職場

づくりのための基礎調査」等である。日加の学生たち

は、企業や業界団体のオンラインデータの分析や社員

へのインタビューなどを行い、最終日に受入担当者や

管理職社員に対して英語で成果報告を行う。そして、

彼らは再度大学に集まり、企業でのインターンシップ

体験について他の参加学生の前で15分程度の報告を

行うとともに、受入企業で学んだことをまとめたグル

ープ・レポート（ダブルスペースで10‐15頁）とイ

ンターンシップ経験を振り返った個人日誌（1日につ

き300ワード程度）を提出するのである。この間、

日加学生は同じ宿舎（同性の場合は同じ部屋）に滞在

し、寝食を共にしながら、コース課題と企業でのプロ

ジェクトに全力で取り組む。これらはすべて英語でこ

なさなければならないため、英語が母語ではない日本

人学生にとってはかなりの負担であるが、カナダの大

学生と協力することで、どうにか課題をこなしてい

る。

3.3 参加学生の評価と感想

 インターンシップ・コース参加者には、コース開始

時と終了時にコース達成度調査シートを、コース終了

時に授業評価シートを配布し、コースの振返りを行っ

ている。いずれの調査も各設問に対して「とてもそう

思う」「そう思う」「どちらともいえない」「そう思わ

ない」「全くそう思わない」の選択肢から該当するも

のにマルをつけるもので、授業評価と事後のコース達

成度調査度評価においては、項目ごとに理由を記載す

るよう求めている。2014年度はGlobal Internship 
in Canada (GI-C) 参加者20名、Global Internship 
in Japan (GI-J) 参加者40名に回答してもらった。 
この2種類の評価結果によると、学生は積極的に

コースに参加し、おおむねコース内容に満足している

ようである。例えば、GI授業評価シートにおける

「主体的にコースに参加したか」について問うた質問

に対しては、参加者の多くが「とてもそう思う」、「そ

う思う」と回答しており、「とてもそう思う」を5、
「全くそう思わない」を1とした場合の平均値では

カナダプログラムが4.5、日本プログラムが4.68で

あった。また、「他の学生にGIコースを推薦したい

か」を問うた質問に対しては、比較的多くの学生が

「とてもそう思う」、「そう思う」と回答しており、5
段階評価の平均値はカナダプログラムが4.25、日本

プログラムが4.33であった。また、知識や問題解決

能力、コミュニケーション能力など学生自身の学びに

ついて問うたコース達成度調査でも全体的に肯定的な

結果が得られている。例えば、「日加のビジネス文化

の違いや受入企業／業界についての知識」について問

うた設問では5段階中、3.26（事前調査／GI 
Japan）から3.84（事後調査／GI Japan）に、「課題

解決のための方策を考え、批判的に検討する思考・判

断力」については4.00（事前）から4.15（事後）

に、「自分の意見や相手の意見を整理して論理的に対

話するコミュニケーション力」については4.03（事

前）から4.24（事後）に、「異なる社会的背景をもつ

人々との協働力」については4.18（事前）から4.43
（事後）に、「国際的なプロジェクトに取り組む自信

と動機」については4.10（事前）から4.27（事後）

へとそれぞれポイントが増加している。（表1）

表1  Global Internship in Japan コース達成度調査2014 
項目 事前評価 事後評価 増減 

日加のビジネス文化の違いや受入企業／業界についての知識がある 3.26 3.84 +0.58

課題解決のための方策を考え、批判的に検討する思考・判断力がある 4.00 4.15 +0.15

自分の意見や相手の意見を整理して論理的に対話するコミュニケーショ

ン力がある 
4.03 4.24 +0.21
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異なる社会的背景をもつ人々との協働することができる 4.18 4.43 +0.25

国際的なプロジェクトに取り組む自信がある 4.10 4.27 +0.17

また、参加学生にインタビューを行ったところ、そ

の多くが言語や文化が異なる海外の大学生とペアでプ

ロジェクトを遂行する難しさを実感したものの、忍耐

力や相手に応じたコミュニケーションの取り方を学ん

だと答えていた。あるカナダ人学生は、日本人パート

ナーがYesかNoかの質問に対して“May be”と回

答したため、最初は大変戸惑ったが、異なるコミュニ

ケーションやその背景を理解できて有意義だったと語

っていた。また、複数の日加学生は自らの職業的適性

やキャリアプラン（勤務地や会社の規模、顧客層等）

について考えるきっかけになったと述べていた。さら

に、多くの日本人学生は、カナダ人学生との協働作業

を通じて英語力を磨く必要性を痛感し、TOEICや

TOEFLだけでなく、英会話力を高めたいと答えてい

た。

3.4 受入企業担当者の評価と感想

 コース達成度調査についてはインターンシップ実施

後に各受入企業担当者にも送付し、学生の評価をお願

いしている。この結果を見る限り、学生の事後評価と

企業担当者の評価に大きな差は見られない。例えば、

「国際的なプロジェクトに取り組む自信や動機」に関

する設問では、学生の事後評価の平均値が5段階中

4.27（GI-Japan）だったのに対し、企業評価は4.45
（GI-Japan）であり、「自分の意見や相手の意見を整

理して論理的に対話するコミュニケーション力」につ

いての設問では、学生の事後評価が4.24、企業評価

は4.19であった。さらに、「異なる社会的背景をもつ

人々との協働力」についての設問では、学生の事後評

価が4.43、企業評価は4.37であった。概して、学生

が肯定的にとらえているコース達成項目については、

企業担当者も肯定的にとらえているのである。

インターンシップ期間中の終盤やインターンシップ

実施直後にインタビューをさせていただいた受入企業

担当者からも全体的に肯定的なフィードバックをいた

だいている。中には「もう少し積極的に質問をしてほ

しかった」、「打ち合わせ中にノートを取る習慣を身に

つけたい」といった批判的なコメントもあったもの

の、学生が期待以上の成果を上げてくれたと評価する

声や社内のグローバル化を考えるきっかけとなったと

いう意見が多かった。あるカナダ企業では、日加学生

がインターンシップ期間中にまとめた新入社員研修の

分析結果と提言書をもとに、次年度以降の新入社員研

修内容を吟味するとのことだった。また、ある日本の

製造企業の人事担当者は、中堅社員にインターンシッ

プ学生を英語で監督させることで、社員の管理教育や

グローバル教育に役立てることができたと述べてい

た。このように日加の学生がペアでインターンシップ

を行うことにより、受入企業にとっても自らの事業や

グローバル化について見つめ直す機会となっているの

である。

４ グローバル・インターンシップの意義

上記のとおり、本学では受入企業の協力を得なが

ら、グループ・プレゼンテーションやグループ・レポ

ート作成などアクティブ・ラーニングの要素を盛り込

んだ大学の正規科目としてインターンシップ・コース

を英語で実施している。これには3つの意義がある

ように思われる。すなわち、学生の企業理解の促進、

異文化コミュニケーション能力の向上、自己分析やキ

ャリア理解の勧奨である。

 第一の意義は、講義と実地研修を通じて、理論と実

践の両面から学生の企業理解を促すことができるとい

う点である。学生は講義を通じてマネージメントや企

業文化等について学び、インターンシップ前のプレゼ

ンテーションにおいてSWOT分析に基づく受入企業

報告を行う。そのため、企業風土や業界での立ち位

置、さらにはインターンシップ先で取り組むべき課題

についてもあらかじめ予測し、インターンシップに臨

むことができるのである。例えば、本年のカナダでの

グローバル・インターンシップの事前研修では、現地

の日系企業関係者にもゲストスピーカーとして講義を

していただき、日本企業の特徴やカナダに進出してい

る日系企業の特徴、ローカライゼーションの課題など

日系企業のグローバル化について理解を深める機会を

設けた。カナダ人学生などを中心に終身雇用や年功序
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列など日本的経営スタイルに違和感を持つ学生も多

く見受けられたが、事前研修で企業文化の違いについ

て認識できたために、現地の日系企業や日本国内の企

業でも比較的スムーズにインターンシップに取り組む

ことができたようであった。

 第二の意義は、学生がコースを通じて、ビジネスで

も応用可能な異文化コミュニケーション能力を高める

ことができる点である。日加の学生はインターンシッ

プ期間中、受入企業近辺の宿舎で寝食を共にし、企業

から課されたプロジェクトや大学に提出するグルー

プ・レポート等の課題を協力してこなしていくことが

求められている。中には言葉の壁から意思疎通がうま

くいかなかったり、協働作業が思うように進まなかっ

たりする事例もあったようだが、学生たちは辛抱強く

パートナーとコミュニケーションを取り、お互いの強

みを生かすことでプロジェクトや課題をこなしてい

た。例えば、あるカナダ人学生は、社内での打合せの

際にノートパソコンで丁寧なメモをとり、打合せ後に

日本人学生にメモを渡しながら論点を平易な英語で説

明するなどプロジェクトを円滑に進める努力をしてい

た。日本国内のインターンシップでも、日本人学生が

通訳として受入企業担当者の指示を英訳したり、滞在

先の生活案内をしたりするなどカナダ人学生をサポー

トしている。中にはやや負担に感じる学生も見受けら

れたが、多くの学生はグローバルビジネスにおける協

働の重要性を実感したようであった。

 第三の意義は、コース課題をこなしていくことで、

学生に自己分析やキャリア理解を促すことができる点

である。日誌やグループ・レポートの作成などインタ

ーンシップでの「気づき」を文章化していく過程で、

多くの学生は受入企業で感じた一体感や違和感、自ら

の志向性について少しずつ理解を深めていた。中には

「ビジネス文化の違いを感じた」「違和感を覚えた」

といった表面的な気づきにとどまる学生もいたが、日

本とカナダのインターンシップの捉え方や女性の管理

職登用の実態、新卒採用における課題などについて掘

り下げて考える学生も見受けられた。また、学生同士

インターンシップ体験を共有することにより、業界の

違いや日系・外資系企業の違い、リーダーシップの在

り方などについて理解を深めていた様子であった。

５ グローバル・インターンシップの課題と展望

グローバル・インターンシップはコース開始から3
年が経過し、徐々にその運営方法を確立しつつある

が、対処すべき課題はまだまだ多い。この節では、プ

ログラムを継続していくうえでの課題をいくつか取り

上げたい。

 グローバル・インターンシップにおける第一の課題

は、プログラム運営のための財源をどう安定的に確保

していくかという点である。本事業は、2015年度ま

では文部科学省からの補助金を原資に運営されるが、

2016年度以降は自主財源を確保し、運営していくこ

とが求められている。人件費やプログラム運営にかか

わる費用については本学の財源から支出される予定だ

が、参加学生の渡航費や滞在費などについては現行の

ように補助ができなくなる。そのため、どのように参

加学生の負担を抑えていくかが課題となっている。フ

ァンド・レージングなどによって民間資金を獲得した

り、本学に在学中の正規留学生や交換留学生にも門戸

を広げたりするなど、既存の枠組みにとらわれない新

しいアプローチを検討していくことが求められる。

 第二の課題は、各受入企業でのインターンシップ内

容の差をどう縮めていくかという点である。プロジェ

クト・ベースのインターンシップが普及している欧米

諸国の企業と比べ、日本企業はインターンシップの位

置づけが定まっていない。そのため、データ分析やイ

ンタビューを踏まえた調査型のインターンシップ課題

を提供する企業もあれば、会社説明や工場見学、若手

社員との座談会などに時間を割く企業、さらにはファ

イリングや翻訳など雑多な活動をインターンシップ課

題の一部として学生に課している企業もある。こうし

た研修機会や庶務業務が重要なのは言うまでもないこ

とであるが、学生のより深い業界・企業理解を促し、

インターンシップの教育効果を高めていくうえでも、

大学の正規科目としてのインターンシップの趣旨を丁

寧に説明し、インターンシップそのものの質を高めて

いくことが重要である。そのためには、実習内容を企

業任せにするのではなく、大学での演習内容の説明や

他社での事例紹介などを丁寧に行いながら、プロジェ

クト・ベースのインターンシップを提案し、企業担当

者とともに内容を摺り合わせることが重要である。日

本では英語でのインターンシップの受入をお願いする

こと自体容易ではないが、産学での連携を深めていく

ことで、双方にとって有益な質の高いインターンシッ
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プ・コースづくりに励んでいきたい。

 第三の課題は、学内の他のコース（とりわけ

Cross-Cultural College修了証獲得のために履修が求

められているコース）をどう整備していくかという点

である。グローバル・インターンシップはカナダ学生

との協働科目であるため、コース課題が多いにも関わ

らず人気が高い。しかしながら、このコースだけが注

目され、CCC修了証取得までつながらない場合も少

なくない。（英語開講コースを履修する学生はいるも

のの、通常の授業に興味をもてず、CCC修了証取得

に必要な単位を取らずに卒業する学生も少なくないの

である。）ビジネス以外の社会文化面における異文化

理解や大学での発展的学習を促していくうえでも、ど

のようにインターンシップ以外のコースを改良し、

CCCプログラム全体として魅力的なものにしていく

かが課題である。この点については、既存の必修科目

にフィールド・ワークを盛り込むなどアクティブ・ラ

ーニングの要素を高め、プログラム全体としてより実

践的な力を伸ばせる学習環境づくりを整えていきたい

と考えている。

 第四の課題は、英語学習の機会をどのように拡充し

ていくかという点である。既に本学では、English 
for Cross-Cultural Studies（ECCS）や各学部の英語

学習コースなど少人数の集中英語学習コースが開講さ

れている。しかしながら、受講者数や1週間あたり

のコマ数が限られているため、受講生の英語力は必ず

しも伸びていない。グローバル・インターンシップ参

加者の多くが短期や中期留学プログラム経験者、ある

いは帰国子女や英語話者の学生で占められているのが

実情である。そのため、English Language Program
など読解、聴解、会話、作文など総合的な英語力を身

につける英語学習科目を整備していくことが求められ

る。と同時に、昨年から本学でも実施している

Language Table（本学での呼称はEnglish Café）や

ワークショップ（Public Speech Workshop、
Academic Writing Workshop）など正規科目外での

英語学習の機会を増やしていく必要がある。予算や人

員など制約があるものの、オンライン学習コンテンツ

なども活用しながら、英語学習を促す機会を増やし、

英語でのコミュニケーション能力の向上を図っていき

たい。

６ おわりに

 本論では、大学の正規科目としてアクティブ・ラー

ニング型インターンシップを整備していくことの重要

性を述べ、具体的な取り組みとして関西学院大学が実

施しているグローバル・インターンシップの事例を紹

介した。先にみたとおり、アクティブ・ラーニング・

コースとしてインターンシップを位置付けていくこと

により、①学生のインターンシップ体験の振り返りと

自省を促し、②他学生との協働学習をすすめ、③イン

ターンシップ後の発展的な学習へとつなげていくこと

ができる。特に留学生や海外大学、グローバル企業と

連携していくことで、グローバル人材育成に寄与する

インターンシップを実施していくことができるように

思われる。本学で実施しているグローバル・インター

ンシップはその先駆的な試みだといえるだろう。もと

より企業や経済団体等と連携してアクティブ・ラーニ

ング型のインターンシップを実施する場合、財源の確

保やインターンシップの質保証、大学の他の科目との

連携など対処すべき課題は少なくない。しかし、こう

した産学連携型のプログラムを着実に実施していくこ

とで、大学の国際化だけでなく、企業の国際化を推し

進めていくことにもつながっていくだろう。今後とも

企業の協力を得ながら、こうしたアクティブ・ラーニ

ング型インターンシップを発展させ、世界を舞台に活

躍できるグローバル人材の育成に努めていきたい。
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実践報告 

地方私立大学での国際化に対する教職員態度の研究 

安達 理恵 A 

A Study of the Faculty Members’ Attitudes towards 

Internationalization at a Local Private University in Japan 
Rie ADACHI A 

Abstract: This paper reports on a survey conducted among the faculty members at a 
private local university in Japan.  Now Japanese universities are challenged with 
difficulties in order to become internationalized and to survive in a globalized world. 
The writer’s previous study showed that most of the faculty members at the university 
generally have positive attitudes toward internationalization and that some study 
programs would be necessary in order to promote their attitudes. In this study, the 
writer focuses on the effect of both English proficiency and the experience of staying 
abroad on the faculty members’ attitudes toward internationalization. The study also 
tries to find the relationships among their attitudes towards the internationalization 
and some other attitudes, such as an attitude toward foreign languages and cultures, 
familiarity with foreign residents, and a sense of belongingness to their own culture. It 
concluded that even a small university has better chances of promoting its own 
internationalization through enhancing faculty members’ awareness of intercultural 
competence in its own way.  The study suggested that it would be desirable for 
Japanese universities to provide their faculty members with some opportunities for 
intercultural contacts and to get them to develop an open-minded attitude toward 
different cultures. 
Keywords: internationalization, learning foreign languages, intercultural competence  

１ 研究の背景

日本社会は、人口の減少による労働力不足を補い、

また企業の競争力を高めるため、より多くの外国人を

受け入れざるを得ない状況になっている。また大学に

おいては、国際的に活躍できる人材を育成するため、

国際化の推進が不可欠となっている 1)。政府も、留学

生10万人計画達成以降、2020年までを目安とした「留

学生30 万人計画」を策定し 2)、さらなる留学生の受け

入れと、グローバル化に対応できる日本人の人材育成

を進めてきた。

しかしながら、震災や原発事故、日中韓の関係性の悪

化などの影響により、大学の外国人留学生受け入れ数

は、2010 年5 月現在の141,000 人をピークとし、

------------------------------------------------ 

A: 愛知工科大学総合教育センター 

2013年同月は135,519人と、減少し続けている 3)。ま

た日本人の海外留学者数も、ピーク時の 2004 年は約

83,000 人であったが、2011 年には 57,501 人と 30％
減少している[1], 4)。同様に、高等学校の生徒の留学（3
ケ月以上）も、これを実施する学校と、生徒数の合計

のいずれも、特に公立の場合には減少がここ 10 年以

上著しい 5)。

これに対し文部科学省は、2009年より「グローバル

戦略」展開の一環として、大学の国際化のためのネッ

トワーク形成推進事業として「グローバル３０」を開

始し、留学生の受入れ及び日本人学生の海外留学増大

を目指した事業を展開した 6)。但し、予算の面からこ

の政策は採択された13大学に限定され 7)（１件あたり

毎年2～4億円）、その後、スーパーグローバル大学事

業では、37校が採択された 8)。 
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なお、大学の国際化とグローバル化については、双

方とも多義性があるが、やや異なった意味をもつと指

摘されている。例えばKnightは、「グローバル化は国

際化を促進（グローバル化は国際化の触媒）し、国際

化はグローバル化の反応装置である。」9)としている。

またBurgess, Gibson, Klaphake, and Selzer10) は、国

際化とは、文化の障壁を乗り越えるというよりむしろ

日本を守るために自分で管理していく、という意味合

いが濃く、一方のグローバル化は、日本が自ら影響を

与え・コントロールすることが、あまりできない外的

な過程と指摘している。つまり、前者は、大学の施策

など、自らが主体的に関わる活動を指す傾向があるが、

後者は、多様な物事が国境を越えて拡がる現象に対し

て、受動的に適合せざるを得ない状態を指すと言える。 
本研究では、地方の一私立大学が、留学生受け入れ

を始めとする国際化推進を進めるに当たり、学内の国

際交流検討小委員会が主体となってどのような方針や

施策で進めていくべきか検討する中で、教職員を対象

とした意識調査を焦点としている。したがって、本研

究では、国際化とグローバル化の多義性を認め、また

考慮しているが、国際化に向けて検討した施策を分析

の中心としていることから「大学国際化」という用語

を用いている。また、施策の内容としては、留学生の

受け入れ以外にも、姉妹校提携や地域在住外国人との

交流などの異文化間交流促進、外国語ホームページ作

成などの当該大学の環境に合わせて検討された、国際

化施策を前提とする。

2 大学国際化の背景

2.1 日本企業のグローバル化戦略と大学の国際化

多くの企業はグローバル化戦略のため、海外への進

出をより加速させている。近年は人件費や輸送コスト

の削減のため、大企業のみならず、中小製造業も、積

極的に工場や製造拠点を海外に移しており、その進出

先も、欧米先進国から新興国や発展途上国に拡がって

いる。またパナソニックやファーストリテイリングの

ように、海外市場展開に合わせ外国人の採用を増やす

企業も出てきている。さらに国内の観光事業でも、外

国人観光客増加により対応が可能な人材が必要とされ

つつある。今後は、国という枠組みに囚われず、各地

域で進むグローバル化に対応できる人材が求められて

いる。

このように国境を越えたモノ・人の移動が加速化し

ている時代では、企業が大学に育成を期待する資質も

英語などの外国語スキルに限らず、主体的に行動でき

る能力や論理的思考力・課題解決能力、バイタリティ、

高い専門性 1) と多様化している。その一方で、大学に

より、国際化に向けた取り組みは大きく異なりつつあ

る。グローバル３０やスーパーグローバルに採択され

た大学は、次々と国際化戦略を打ち出す一方で、地方

の小規模大学では、資金不足もあって国際化施策実行

には至らず、検討段階にあるところも多い。

また、苅谷 11)は、世界の高等教育システムと国家と

の関係において、教育の質の維持、教育機会の平等（量

的拡大）、高等教育の国家による持続可能な財政負担と

いう3つの要素が、トリレンマの状態、すなわち、い

ずれか2つは並び立つものの、残りの1つは困難な状

態であるとし、日本は、3 つ目の要素、公的投資を最

小限にする方法で国際化を進めてきた、としている。

苅谷が指摘するように、教育の私事化や市場化は必ず

しも全体の質の向上や平等の達成をもたらさないばか

りか、公的資金は主にスーパーグローバルなどの旗艦

大学に集中的に投資されているため、中小規模の大学

の国際化への道のりは難しい状態にある。 

しかし、グローバル化が国境を越えて拡がる現象で

ある以上、人の移動は国外への流出と国内への流入の

両面で加速化していくことから、国外で活躍するエリ

ート人材のみならず、国内でもグローバルな視野をも

って行動する人材を育成することは、大学の規模や偏

差値に関わりなく期待される。今後は、グローバル人

材とはどのような人材か、またどう育成すべきかに焦

点を当わせた研究が求められよう。 

2.2 外国人留学生の受け入れ課題

Burgess, Gibson, Klaphake, and Selzer (pp.465-
467) 10) によると、外国からの留学生獲得は、1980年

代から高等教育機関の国際化の中心的な原動力であっ

た。留学生を呼び込むには、日本への留学意欲を掻き

立てるような、魅力のある教育や満足感の得られる学

習や就職のサポートが不可欠である。近年は、近隣ア

ジア諸国でも高等教育へ進学する学生が急増し、留学

生の送り出しや受け入れも大幅に増加してきている。

特に韓国や中国では、海外からより多くの留学生を呼

び込むために国家的な政策を実行し、急速に大学の国
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際化が進んだ。

韓国では、ここ数年、大学への進学率が80％を超え

るようになり 12)、海外留学も急激に増えた。2010 年
には、アメリカだけで 73,351 人 13,14)と数年前より増

加し、アメリカ留学生総数の10％を占めている。送り

出し総数も、2003 年が約160,000 人だったのが、2010
年にはすでに 251,887 人 15)と日本の 4 倍以上である

[2]。中国でも、高等教育機関の入学者数が1990 年の60
万 9 千人から 2010 年には 639 万人と約 10 倍に増え

ている 16)。それに伴い、送り出しも受け入れ留学者数

も近年は飛躍的に増加している。2010 年には、アメリ

カへの留学生の中でトップとなり、15 万7 千人と１

年前より 23.5% 増加した 13) （図１参照）。また日本

への留学も、81,884 人と国別では１位となっている 3)。

一方、受け入れも、2010 年で 265,090 人の留学生を

受け入れ、2020年には50万人の受け入れを計画して

おり 16)、現状も今後の予定も、日本の倍近くとなって

いる。

図１：中・韓・日３国のアメリカ留学者数の変化(Open Doors Data より作成） 

学生の国境を越えた流動化が激しくなるに伴い、日

本の大学などの高等教育機関は、一層、魅力や質の向

上を求められている。米澤 17)では、韓国・中国の大学

は、その徹底した留学生受け入れ政策や英語講義比率

の高さによって、世界ランキングの地位が上昇したた

め、留学生市場での日本の存在感が薄くなっているこ

とを指摘している。横田らの362校の日本の大学の国

際化と留学交流に関する調査結果 18)によると、外国人

留学生の受け入れに関しては、大変重要（58.2％）と

少し重要（26.5％）を合わせて全大学の85％が重視し

ており、今後の外国人受け入れ方針に関しても、3 割

弱は「増やす」と回答しているように、日本も留学生

獲得に向け積極的に取り組んできた。その一方、外国

2.3 大学国際化戦略の検討課題

東京大学や早稲田大学以外にも、優秀な海外からの

人材獲得を目指し、授業料減免や日本企業就職率90％
を掲げる立命館アジア太平洋大学など、各大学は、独

自の国際化路線を進めている 21)。一方、日本人学生の

海外留学については、横田ら 22)によると、留学必修化

や海外の大学との共同学位プログラムについて、重要

性を認識している割には、実施大学が少ないことが伺

われる。鈴木 20)（p.257）によると、海外の大学との交

流協定も、アジアの大学からは留学生受け入れが多い

（入超）が、欧米の大学は日本からの派遣が多い（出超）

という、アンバランスが指摘されている。しかし、外

国からの優秀な留学生獲得には、やはり潤沢な資金が

ないと多様な支援をすることは難しくなるだろう。

また、日本は他の先進国と比べて、外国人の職員や

教員が少ないのも課題となっている。横田ら 22)による
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人留学生の教育では、日本語学習到達度が講義を理解

するのに十分とは言えない場合や、英語による授業が

留学生の求めるものと一致しない場合も指摘されてい

る。例えば、Burgess,Gibson,Klaphake, and Selzer19)

は、留学生が日本企業に就職できない理由として、日

本語能力の不足を指摘している。また鈴木20)(pp.162- 
178）も、留学生は、日本留学中に日本（人）に対す

る意識が良好に変わった場合、日本で就職する傾向が

あるが、大学が博士号を出さない点や就職活動の困難

さには、不満を抱くと指摘している。日本の大学は、

今後、留学生の能力や学習目的に適うような教育の提

供や、留学生のニーズに合わせた教育環境を整える必

要があろう。

また教育面だけでなく、留学生の日本での生活をど

のように支えるかも大きな課題である。例えば、出入

国の手続き、在留資格手続き、住居、健康保険、地域

のゴミだしなどの生活上の対応、就職活動など、多様

な面での支援が必要となるため、大学には専門のスタ 

ッフや支援員を備えることが望ましい。これら支援員

は、各種手続きや自治体との連絡には法律的知識、ア

ドバイザーやコンサルタントなどの相談業務には心理

学に関する専門知識など、今後はより専門的かつきめ

細かな対応が必要になる。留学生に的確な対応のでき

る専門職員は、大学国際化の推進には不可欠となるだ

ろう。
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と、外国人研究者・教員を採用する大学は多く、重要

であると考える大学も多いものの、その数は１人が高

く、外国人職員の採用も15％前後の大学に限られてい

る。文部科学省によると、外国人研究者や大学教員は、

本務者で全体の3.4％、兼務者で6.7％となっており 24)

決して多くはない。この背景には、国立大学では外国

人研究者は常勤の職に就くことが難しく、任用許可も

1982 年であった 25)こともあろう。文部科学省も、世

界大学ランキングで東京大学の総合スコアが米英の大

学に比べて低い要因に、外国人教員比率の低さを指摘

24)している。これに対応するため、2013年3月、京都

大学や九州大等では英語による授業を増やすために外

国人教員を大量に雇用することを発表した 26)。今後、

各大学の動きが注視される。

昨今はUniversitas21と呼ばれる高等教育機関の国

際ネットワークがあり、現在世界13か国の21大学が

加盟し、学生間交流や教材利用などの相互協力、さら

にはオンラインプログラムも運営している 27)。これは

まだ十分な質保障システムの構築には至っていないも

のの、この他にも、さまざまなネットワークができつ

つある。例えば、ヨーロッパでは、ENQAという高等

教育評価機関が、圏内の高等教育の質を保証する基準

および指針を定め、一元的な質保障・評価を目指すも

のではないが、加盟機関の情報交換や相互協力を行っ

ている。その一方、アジア太平洋域内の高等教育機関

の交流では、学位の相互承認や教育機関の質と機能の

整理、カリキュラムの相互調整などにはまだ至ってな

いことが指摘されている 25)。

情報公開の流れや大学の社会的説明責任の高まりに

よって、各国の高等教育機関の教育研究活動に関する

情報は、世界中の人々に知られるようになり、ハーバ

ード大やマサチューセッツ工科大学のように無料でオ

ンライン授業を公開、希望者で課題をクリアしたもの

には単位を認定するなど 28)、画期的な教育システムが

現れてきた。今後は、教育の質が国内のみならず国際

的な評価基準で問われるようになるだろう。このよう

な教育のネットワーク化に加え、昨今のアジア諸国の

高等教育の位置づけの急速な上昇に伴い、日本の主要

研究機関は、これまでの位置付けが保証されなくなっ

ている 29)。他方、約7割の大学が国際化のための資金

確保が困難となっており 30)、さらに選抜度の低い高等

教育機関では、これまでは高等教育には進学しなかっ

た学力層か、東アジアからの留学生を受け入れなけれ

ば、定員が満たせない 25)という問題も抱える。今後、

各大学は、学生のニーズ把握など教育現場の視点に立

ち、加えて地域社会の振興策など個別の特色も生かし

た独自の国際化戦略 17)を打ち出していく必要性に迫

られている。  

3 調査について

3.1 調査の意義と目的について

大学国際化の背景を様々な面から鑑みると、国際化

の推進は、①世界のグローバル化の潮流や企業からの

要望もあり、程度の差はあれ英語力や異文化間交渉能

力向上に取り組む必要があり、②留学生呼び込みのた

め、教育・生活面に関するさまざまなサポート体制の

確立し、③日本人学生の海外留学も積極的に推進する

必要があり、④教育の質の保証・向上と外国人教員・

職員を増やし、⑤アジア域内の交流推進のため、教育

機関間の研究・教育での交流や連携を促進する必要が

あり、更に小規模校の場合は生き残りをかけて、⑥留

学生受け入れを前提とした国際化を進めざるをえない

状況もある。このような状況を俯瞰すると、国際化は、

旗艦大学を中心に進めれば良いものではなく、むしろ、

どの大学においても、真摯に取り組むべき喫緊の課題

と言える。

大学の国際化に関する調査は、これまでも横田ら 22)

を始め旗艦大学を対象にした調査はあった。また、各

大学の国際化施策の内容や取り組み状況の調査 23)等

もあったものの、それでは全体像を表層的かつ一面的

にしか把握できない。国際化施策の実施には多くの課

題を伴うため、学内の協力体制の構築や、教職員の意

識の共有化は必要不可欠となり、全学的な体制がなけ

れば継続は困難となる。更に、国際化施策は多岐に亘

る上、実施には多額の資金も必要なため、当該大学で

は、どのような施策が可能で有効となるか、大学の特

質や大学を取り巻く環境に見合った施策は何か、また

事前には検討すべき課題は何か、多方面から考慮する

必要もある。

そこで、本研究では、大学の国際化施策を、個々の

教職員の意識・態度から調査することで、より本質的

かつ具体的に、国際化に対する意識を把握できると考

えた。さらに、国際化推進のための要因は何かを検討

することで、提言につながる可能性も考えられた。
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本研究は、愛知県内の一私立大学において、大学の

国際化施策の検討段階として、教員および職員を対象

に行った。なお教職員の意識の概要把握を主目的とし

た、筆者の前回の分析結果 31)では、国際化の推進につ

いては概ね賛成意見が多かったが、より重い負担が予

測されそうな国際化施策については、消極的な意見が

増える傾向があった。このことから、国際化推進をど

う進めるべきかについては、準備・体制を慎重に整え

る必要があること、また、国際化推進意識を育成する

には、外国語研修や異文化理解・異文化間コミュニケ

ーションスキル研修の実施などが重要と考えられた。

但し、この分析ではいくつか課題が残った。例えば

海外滞在経験と英語力に関しては、平均値がかなり低

く、フロア効果により正規分布とはならなかったため、

この各々と国際化推進意識などの要因との関係性は明

らかにできなかった。しかし、箕浦 32)によると、海外

の滞在期間や（子どもの）自己英語評定力は、アメリ

カ同化深度に影響していた。また筆者の、日本人の異

文化受容態度に関する調査 33)では、多様な異文化の人

に対する態度を集約した「外国人との交流親密意識」

に、やはり海外経験の有無や自己外国語能力は影響し

ていた。これらの結果から、海外滞在経験と英語力の

２項目は、国際化推進意識に何らかの関係があると予

測された。

本研究の国際化推進意識は、「研究の背景」で述べた

ように、「自らが主体的に関わる活動」であり、当該教

職員が実行可能と考えられる施策であることから、国

際化推進意識と国際化に関する態度意識の総合的な関

係を解明することは、大学教職員に限らず、一般的な

人々の国際化意識にもある程度関係があると考えられ

る。したがって、推進意識と筆者の前回の因子分析結

果 31)から抽出された、外国人や異文化に対する意識・

態度要因との関係を分析することで、施策遂行上の課

題も浮かび上がると考えられる。したがって、本研究

では以下の２つを解明することを目的とする。

１．国際化推進意識や国際化に関する意識・態度は、

海外滞在経験や英語力の有無により差があるかどうか

２．国際化推進意識と国際化に関する意識・態度の総

合的関係として、どのようなモデルを提示できるか

3.2 調査方法と調査項目について

調査は、2010年の12月に、学内の国際交流検討小

委員会主催で行われた。全教員・職員を対象に、質問

紙と自由記述欄も加えた無記名の回答用マークシート

用紙を配布、用意した箱への自主投函を依頼した。

アンケート項目の詳細は、筆者の前回の分析結果 31)

にも記述したが、年代・性別・所属の3項目と、国際

化推進施策に対する意識を尋ねた5項目および、国際

化に関する意識・態度の22項目の全30項目となって

いる。なお、国際化推進意識は、国際交流検討小委員

会で検討してきた主な５つの国際化施策に基づいて作

成した。また国際化に関する意識・態度の22項目は、

日本人の異文化の人に対する受け容れ態度を調査した

結果 33)から、在日外国人との関係性や日本文化に関す

る意識など、国際意識に関連すると想定された項目を

修正し、それに加えて、外国語や異文化に関する態度・

意識を本調査のために設定した。なお、これらは厳密

には順序尺度であるが、等分線上に示した、0～5の６

段階[3]から選ぶことにより、間隔尺度水準として適用

できると判断した。

3.3 調査対象大学と対象者について

調査は、中部圏にある、短期大学併設の工科系私立

大学[4]において、いずれかに所属する教職員計 108 人

を対象に実施した。このうち、回収できた 97 人が今

回の分析対象となっており、表１はその構成比である。 
対象大学では、これまで留学生や在日外国人学生に

ついては、日本語能力が一定以上あること（日本語検

定2級受験可程度）を基準とし、通常の入学試験に合

格した者数名を受け入れてきた。また、近年の国際化

への対応として、アジアに拠点を置く大学との姉妹校

関係を締結しつつある。また系列の日本語学校から外

国人学生の受け入れを準備中である。なお、外国人職

員はいないが、外国人教員が１名いる。

4 結果

国際化推進意識は、「多様な面から国際化の推進」、

「留学生受け入れ」、「外国語ホームページ作成」、「海外

の大学との姉妹校提携」、「地域の外国人や国際交流団

体との交流」の5項目である。これら５項目の平均値

はM = 2.96で、中央値の2.5より大きいことから、肯

表１：教職員構成比

短大職員 7 大学職員 32

短大教員 21 大学教員 36

不明 1
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定的な考えがやや大きいと考えられる。なお「国際化

推進意識」の内的整合性を示す信頼性係数を確認した

ところ、α=.93となり、下位尺度としては十分な値が

得られた。

なお、調査項目のうち、「海外滞在経験」、「英語力」、

「多様な外国力」の3項目にはフロア効果が見られ、調

査対象の教職員は、海外滞在経験は多くなく、英語力

や外国語力についてもそれほど高くないと考えられた

ことから、一般的な人々の状況にある程度近いと想定

された。これにより全30項目のうち、「国際化推進意

識」の5項目、名義尺度の3項目、フロア効果の3項

目及び教員と職員では内容が異なる「将来の積極性」

の 1 項目も除き、残り 18 項目で主因子法・プロマッ

クス回転による因子分析を行った。その結果、固有値

や累積寄与率、因子の解釈可能性から4 因子が妥当と

判断し(累積寄与率 66.7%)、 その結果を表 2 に示し

た[5]。

これら４因子を下位尺度とし、内的整合性を検討す

るために、それぞれのα係数を算出し、各因子に高い

負荷量を示した項目の平均値を下位尺度得点として算

出した。表3 に、｢国際化推進意識｣と各因子の平均値

（下位尺度得点）とその標準偏差、また各下位尺度間の

相関を示した。この結果から、「国際化推進意識」と関

係があるのは、「在日外国人関係性」と「外国語・異文

化積極性」であり、「異文化受容」と「日本順守」の間

には高い負の相関があると考えられた。

4.1 海外滞在経験及び英語力による国際化推進意

識と国際化に関する態度への影響 

次に、海外滞在経験の有無で、国際化推進意識及び

各下位尺度を比較した。海外滞在経験は、0（全くない）

あるいは1（旅行程度）と答えたものを「無」、2（1ヶ

月以上）～5（1年以上）と答えたものを「有」として

分析した。その結果、表4のように、海外滞在経験の

有無では、「日本順守」を除き、中～大程度の効果量が

認められ、有意差あり、という結果となった。したが

って、海外滞在経験がある程度あれば、国際化推進意

識や国際化に関する多様な意識・態度は高まると考え

られた。

また同様に、英語力は、0（かなり苦手）あるいは1（最

低限なら）と答えたものを「無」、2（簡単な業務なら）

～5（母語話者近く）と答えたものを「有」として分析

したところ、「国際化推進意識」と「日本順守」

表2　国際化に関する意識の因子分析結果

Factor 1Factor 2Factor 3Factor 4

1.03 .03 -.18 -.05

1.01 -.11 .02 -.05

.94 -.11 .03 -.02

.93 -.06 .06 -.10

.75 -.03 .06 .21

.41 .14 .18 .25

.13 .79 -.38 -.01

-.14 .77 -.23 -.08

-.16 .65 .06 .00

.14 .52 .40 .06

.14 .50 .34 -.02

.27 .34 -.10 -.06

.05 .18 -.67 .32

.00 .27 -.64 .00

.15 .16 .55 -.01

.11 -.17 -.11 .73

-.30 -.09 .04 .58

.12 .14 -.11 .41

異文化受
容

（α=.62）

外国語・
異文化積

極性
（α=.84）

英語研修に積極的に参加

海外留学プログラムに積極的に参加

外国人の知り合いや友人を積極的に作りたい

外国の生活文化や習慣について学びたい

海外からの教職員学生を自宅にホームステイ

滞在外国人増加についてもっと規制強化

自分が日本人だということを強く意識

いろいろな外国語研修に参加したい

日本文化は世界の中でも優れている方

考え方や意見が自分と異なる人との付き合い避けたい

海外の外国人に大変好感持てた

将来日本文化や言語が廃れないか心配

日本順守
（α=.63）

ブラジル人とは積極的に親しくするべき

在日外国
人関係性
（α=.93）

フィリピン人とは積極的に親しくするべき

中国人とは積極的に親しくするべき

韓国人とは積極的に親しくするべき

アメリカ人とは積極的に親しくするべき

外国の生活文化やニュースを見たり読む

表3　国際化に関する意識の下位尺度間相関と平均、ＳＤ

在日外国人 外国語・異 異文化受容 日本順守 Ｍ ＳＤ

関係性 文化積極性

.50 .54 .11 -.20 2.96 1.06

- .61 .20 -.18 2.73 1.10

- .20 -.19 2.37 1.09

- -.87 2.65 0.81

- 2.66 1.03

国際化推進意識

在日外国人関係性

外国語・異文化積極性

異文化受容

日本順守
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を除き、中～大の効果量がある有意差あり、という結

果となった。したがって、英語力は、国際化推進意識

にはあまり影響しないが、国際化に関する多様な意識・

態度には影響があると考えられた。そして、海外滞在

経験や英語力があれば、特に外国人に対する態度や外

国語研修に関する態度は、かなり積極的になる傾向が

認められた。

4.2 国際化推進意識と国際化に関わる意識・態度の総

合的関係モデルについて

大学の国際化推進施策に対する意識と、国際化に関

わる多様な意識・態度の構造的な関係を検討するため

に、５つの下位尺度得点に基づき、Amos を用いた共

分散構造分析を行った。前回の調査 31)では、国際化推

進意識を従属変数とする重回帰分析の結果、「外国語・

異文化積極性」と「在日外国人関係性」が影響すると

考えられたが、さらに表3の尺度間の相関結果に基づ

き、各尺度間に探索的にパスの取捨選択を行ったとこ

ろ、図2のようなパス解析結果が示された。このモデ

ルの適合度は、CMIN/DF=1.038 、CFI=.999 、

NFI=.975、REMSA=.020と十分な値が得られ、これ

は大学教職員の国際化推進意識とその影響要因の関係

を表す一モデルとして、提示できると考えられた。

これにより、国際化意識には、単に「外国語・異文

化積極性」と「在日外国人関係性」が影響しているだ

けでなく、まず「在日外国人関係性」は、「外国語・

異文化積極性」からの影響を強く受けており、また「外

国語・異文化積極性」は、「異文化受容」からの影響

を受けていることが明らかになった。このことは、日

本文化に偏らず外国の文化を肯定・尊重し、価値観が

異なる人との付き合いにも前向きな、異文化受容態度

がある人は、外国語や異文化学習も前向きになり、異

なったものを知ろうとする学習意識を喚起しやすいと

いうことを示している。そして、外国語に対する積極

的学習態度や外国人や外国文化に対する関心は、在日

外国人と親しくしようとする態度につながると考えら

れる。これらの結果により、異言語や異文化への学習

意欲と在日外国人との積極的態度の２つが、調査大学

においては、直接、国際化推進意識につながることが

明らかになった。また、日本順守意識は、異文化に対

する受容態度と強い負の関係にあるということは、自

文化を守ろうとする意識が強いと、異文化受け入れに

は否定的態度となることも示された。 

5 考察とまとめ 

本研究での分析結果からは、次のようなことがまと

めとして考えられた。

① 調査大学では、教職員の海外滞在経験がある程度

ある場合は、大学の国際化推進施策を肯定的に捉えや

すいと考えられ、また在日外国人に対する親密性があ

り、また外国語研修や海外留学プログラムなど外国語

や異文化に対する積極性が高かった。一方、英語力の

有無によって、国際化推進意識の高低には差はなかっ

たが、「在日外国人関係性」と「外国語・異文化積極性」

には差が見られた。

② 加えて、国際化推進意識には、「外国語・異文化

表4　国際化に関する意識態度の海外滞在経験および英語力による差

有

n M SD n M SD t d

72 2.81 0.99 25 3.39 1.15 -2.4 * 0.56

72 2.52 1.06 25 3.33 1.01 -3.3 ** 0.77

72 2.13 1.04 25 3.09 0.92 -4.1 ** 0.95

58 2.52 0.83 24 2.99 0.66 -2.5 * 0.60

72 2.72 1.06 24 2.47 0.91 1.02 0.24

英語力欠 有

n M SD n M SD t d

67 2.86 0.97 30 3.19 1.20 -1.3 0.31

67 2.37 1.04 30 3.52 0.78 -5.4 ** 1.19

67 2.08 1.01 30 3.02 1.00 -4.3 ** 0.93

53 2.50 0.82 29 2.93 0.71 -2.4 * 0.54

67 2.77 1.03 29 2.39 0.99 1.7 0.37

* p<.05  ** p<.01  *** p<.001 

在日外国人関係性

外国語・
異文化積極性

異文化受容

日本順守

国際化推進意識

在日外国人関係性

海外滞在無

異文化受容

日本順守

国際化推進意識

外国語・
異文化積極性

（注：有意なバスのみ描いた。誤差変数は省略。）　 ** p<.01  *** p<.001 

.27 **

.61 ***

.26 ** .38 ***

-.88 ***

図 1　大学教職員の国際化推進意識と影響要因のパス解析結果

異文化受容

日本順守

外国語・異文化積極性

在日外国人関係性

(R2=.37)

国際化

推進意識
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積極性」と「在日外国人関係性」が影響し、また「外

国語・異文化積極性」は「在日外国人関係性」にも強

く影響していた。したがって、教職員に海外への出張・

研修旅行や語学教育プログラムを奨励すること、また

異文化研修などの機会や、地域に住む外国人との接触

や関わり合いの機会を提供することで、国際化に対す

る意識は高まると考えられた。

③ 一方「異文化受容」が「外国語・異文化積極性」

に影響していたことから、多様な異文化を学ぶことや、

多様な価値観を受け入れる態度を教職員に育成するこ

とは重要と考えられた。さらに「異文化受容」は「日

本順守」と高い負の相関関係にあるため、大学におい

て、多様な文化や考え方を柔軟に受け入れる態度の育

成のための研修の機会などが今後は必要とされると考

えられた。

本研究における国際化推進意識には、英語力による

影響は表れなかった。箕浦 32)のアメリカ同化深度や安

達 33)の「外国人との交流親密意識」には英語力が影響

していたが、前者は、アメリカ文化に対する同一性に

近いものと考えられ、後者は、直接的な交流を想定し

た親密度であるため、より個人的かつ具体的なもので

ある。一方、本研究の国際化推進意識は、大学の施策

に対する一般的な考えを問うものであり、また多様な

面からの国際化施策であったため、英語力はあまり影

響しなかったと考えられる。その一方、「在日外国人関

係性」と「外国語・異文化積極性」の２つは英語力の

有無によって有意差が見られたことから、英語力があ

る場合は、外国人や外国語に対して個人的に積極的に

関わろうとする態度を持ちやすいことも明らかになっ

た。したがって、一般的な国際化施策の実施は、教職

員に英語力がなくても、大学国際化推進への環境を整

えていくことは、ある程度は可能であるが、実際に外

国人留学生等を接触する機会が増えると課題があると

も予測された。

一方、海外滞在経験の有無によって「国際化推進意

識」始め、「在日外国人関係性」、「外国語・異文化積極

性」、「異文化受容」に差があったことで、海外滞在経

験は、国際化施策や、外国人や外国語に対する考えに

違いが生まれるということを明らかにした。本研究の

対象者は、海外滞在経験のある者が少なかったため、

この結果は、大学教職員に限らず一般的な人々にもあ

る程度、通じると考えられる。また海外での1カ月以

上の滞在は、大人であっても国際化に関する態度に影

響が認められたことから、教職員の海外研修の機会の

有無が、全学的な国際化推進の機運を左右する、と推

測される。

本研究では、国際化推進意識や国際化に関する意識・

態度の、海外滞在経験や英語力の影響力、および、こ

れらの総合的関係を表すモデルを提示することを目的

とした。本研究は、一大学で実施したのみであるが、

この結果から以下のような提言ができよう。一つには、

「外国語・異文化積極性」が「在日外国人関係性」にも

影響することを示したことは、在日の外国人に対する

理解を深めるためにも、海外研修、外国語研修、異文

化研修などを実施し、外国語や異文化に触れる機会を

提供することが望ましい、と考えられる。筆者が 379
名の学生を対象にした調査した結果[6]でも、在日外国

人などに対する態度である「外国人親密性」は、異文

化に対する積極性を示す因子「異文化志向」と相関関

係が認められた。したがって、外国語や異文化に対す

る理解を深める研修を教職員に提供することは、在日

外国人との関係性も含めた、国際化への意識を高める

には望ましいと考えられる。但し、「国際化推進意識」

は、具体的な国際化施策が実施にはまだ至っていない

時点であることには、留意しておく必要がある。

つまり、実際に国際化施策を実行し、さまざまな課

題に直面した場合には、本研究結果で示された要因間

の関係には、変化が生じる可能性もある。したがって、

国際化が進んだ時点で再度調査する、あるいは国際化

施策の進捗度や施策の内容が異なる別の大学での調査

も検討する必要があろう。本研究の国際化意識は、筆

者の前回の分析結果から、「どのような施策を進めるか

によって、態度に微妙な変化が生じる」と記したよう

に (p.69) 31)、実際、各施策に対して一様の考えを示し

てはいない。異文化受容は、国際化推進意識に直接影

響しないものの、外国語や異文化の人に対する積極性

を通し間接的に影響するということは、国際化を進め

るためには、表面的な交流のみならず、課題を克服し

ながら異文化を受容する態度を育成することの必要性

を示唆するのであろう。

さらに、本研究の異文化受容は、表2の因子構成項

目から判断すると、文化相対主義や異文化に対する多

様性意識を示しており、これが日本順守と相対する関

係にあることが見出された点は、意義深い。なぜなら、
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昨今、ヘイトスピーチなどに見られるように外国人蔑

視・排斥運動が過激化している 34)が、極端な自文化中

心主義は、異文化受容態度に否定的な影響を及ぼす可

能性が、本研究により実証的に示されたからである。

教育再生実行会議の第三次提言 35)ではグローバル化

に対応した教育施策の一つに、“日本人としてのアイデ

ンティティを高める”を挙げているが、もし自文化保

守意識が過度に強調され、“よそ者”に対する寛容性が

ない場合、多様な異文化に対する受け入れ態度には逆

効果となる可能性を示す。したがって、二つ目の提言

として、留学生の多くは近隣アジア諸国出身であるこ

とを踏まえると、留学生と共に学び成長する共生意識

を、大学という社会に育てる必要があろう[7] 。
Burgess, Gibson, Klaphake, and Selzer19)では、大

学の国際化とグローバル化の二つの概念は、グローバ

ル30の政策のジレンマ、「閉じる」と「開く」が同時

に起こっているとし、また英語による授業は、外国人

留学生の日本語力及び就職を困難にし、また日本人学

生にとっては障害となっていることを指摘している。

国際人育成には、日本が「世界に伍して競う」ための

「実践的英語力」の習得 35)だけでは、真の開かれた国

際化とはならないであろう。むしろ、異文化受容を通

して異文化の人々と協同するための国際化と、外国人

との共生意識を育成する環境を整えていくことが教育

機関に求められる。

そして最後に、国際化に向けた各大学の取り組み状

況には格差が拡大する一方、近隣の中国・韓国をはじ

めとするアジア諸国の高等教育機関も、留学生数が急

増し、教育水準も急速に高まりつつある。大学の国際

化が進むのは望ましいが、各施策に採択された大学と

そうでない大学では、学生数、施策、資金面などで大

きな違いが生まれつつある 23)。しかし、人やモノが一

層流動化しつつあるグローバル化社会では、国外に留

まらず、国内でも、サービスや医療・観光など多様な

現場で異文化の人々と接する機会は確実に増える。そ

の一方、18歳人口の減少と大学の大衆化、企業のグロ

ーバル化戦略などがますます進む現況では、単なる留

学生受け入れに留まらず、海外姉妹大学との単位相互

認定制度や交換留学制度などを通し、グローバルコン

ピテンシーを育成するための国際化施策実施は、どの

大学でも不可欠となっている。よって、三つ目の提言

として、公的資金獲得が困難な地方・小規模の大学で

も、異文化間コミュニケーションスキル向上のための

国際交流や、多様な人々と協働できる能力の育成のた

め、政府は最低限OECD 並みの支援36)を大学の規模

に関わらず支援していく必要があろう。それぞれの大

学が、その個性に合わせて、「自ら開くための国際化」

を推進することが今、求められている。

注

[1] もっとも、文部科学省 37)によると、18歳人口も、

2004年には141万人であったのが、2011年には

120 万人となった（15%減少）ため、母体数の減

少もある。

[2] なお、日本の海外留学生数の2010年の58,060人

を、文部科学省 38)による 2010 年当時の大学生総

数 2,887,414 人で留学者比率を計算してみると、

2.0％となり、一方、韓国では長島 14)によると、

2010 年の留学生総数 251,887 人を、大学生総計

3,644,158人で計算すると6.9％となり、比率でも

日本人の3.5倍近くが留学していることになる。 
[3] 回答選択肢は、全く思わない、そう思わない、や

やそう思わない、少しそう思う、そう思う、全く

そう思う、の６つである。但し、海外滞在は全く

ない～１年以上、外国語能力は、かなり苦手～母

語話者近くまでを６つに分けた。

[4] なお、調査大学は、小規模の単科大学であるため、

国際交流センターや国際交流担当職員、海外への

留学生もいない。調査当時、国際化推進施策を検

討することを目的として作られた国際交流検討小

委員会では、本調査結果を踏まえ、また留学生誘

致など施策実行のための十分な資金はないことか

ら、財政的に可能な範囲でのみ実施することにな

った（海外提携大学との交流、関連日本語学校か

らの留学生受け入れ等）。

[5] なお、この結果については、すでに基礎統計デー

タを中心に教職員の国際化意識の概要を分析した、

安達 31)に記載した。各因子については、第１因子

は、各国出身の在日外国人との関係性についての

項目が高い負荷量を示したため、「在日外国人関係

性」、第２因子は、外国語研修や海外留学プログラ

ム、外国の友人を作る、などの項目の負荷量が高

いため、「外国語・異文化積極性」、第３因子は、

自文化意識や自分とは異なる価値観の人を避ける
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項目が高い負荷量のため、「異文化受容」、第４因

子は、日本文化や日本語に対する異文化の影響の

懸念や外国人に対する規制強化の項目の負荷量が

高いため、「日本順守」と命名している。

[6] この結果は、2015年7月A Conference on The 
Culture of Study Abroad for Second Languages 
(http://www.smu.ca/conferences/culture-of-
study-abroad.html) において発表予定。 

[7] 実際、筆者は英語が最も苦手な学生のクラスで、

英語に対する学習意欲を喚起させようと、英語、

日本語が堪能な外国人留学生が日本企業に採用さ

れつつある現状について話すと、「外国人が日本に

来るから就職で苦労する」「外国人は日本に来るべ

きでない」のような意見を学生から聞くことがあ

る。また教職員調査の自由回答には、「韓国や中国

との姉妹校提携は本学にとって、どんなメリット

があるのか（中略）ノウハウを盗まれて得るとこ

ろはあまりない」との意見もあった。
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実践報告 

ICT を活用したグローバル人材育成プログラム
（Web 作品制作、ショートフィルム制作、コンピュータプログラミング） 

穴田 有一 A 

Education Program for Fostering Global Person 
by Utilizing ICT 

(Making Web Work, Short Film and Computer Program) 

Yuichi ANADAA 

Abstract: The education program by utilizing ICT for fostering global person in 
Hokkaido Information University (HIU) is held in collaboration with Rajamangala 
University of Technology Tanyaburi (RMUTT) of Thailand. This program is held once 
a year since 2011. The program is composed of five small programs: a contest of ICT 
works in each university, prior lectures for workshops, an international contest between 
these two universities, the two workshops and a briefing session for presenting their 
works made in the workshops. The main part of this program is composed of two 
successive workshops. These workshops are held in HIU and RMUTT alternately at 
interval of a few days. The duration of each workshop is 8 days apart from moving days. 
The 18 students of each university visit their partner university each other. They make 
Web work, short film or computer program by utilizing ICT in cooperation with each 
other in groups. In this program, students develop as global person. This program is 
managed with collaboration by many staffs of both universities. 
Keywords: ICT, workshop, collaboration, contest, active-learning 

１ 序論

今日我が国は、高度な技術や科学知識が社会システ

ムの隅々に浸透した知識基盤社会へ移行しているとい

われる。知識基盤社会の進展は、産業構造の急速な変

化と社会構造の複雑化を生じるとともに、様々な国・

地域が相互に依存しなければ成り立たないグローバル

化を生じている。グローバル化とは、政治・経済・社

会のあらゆる分野で「ヒト」「モノ」「カネ」「情報」が

国境を越えて高速移動し、金融や物流の市場はもちろ

んのこと、社会の諸課題への対応も地球的規模で捉え

なければならなくなった状況と理解されている。1) こ
のような変化の中で、我が国が科学技術に立脚した成

長を目指すには、グローバル人材の育成が急務であり、

高等教育機関の役割は、飛躍的に重要性を増している。 
------------------------------------------------ 

A: 北海道情報大学経営情報学部

とりわけ高等教育の大きな役割を担う大学は、グロー

バル人材を育成することで主要な役割を果たさなけれ

ばならない。1, 2)

グルーバル人材育成推進会議の審議まとめ 2) によ

ると、グローバル人材の概念には次の3要素が含まれ

るとされている。

要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力

要素Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・

柔軟性、責任感・使命感

要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイ

デンティティー

すなわち、グローバル人材とは、単に英語でコミュニ

ケーションできるということではなく、自国の文化に

根差したアイデンティティーをもち、チームワークに

配慮しつつ積極的に課題に挑戦して、諦めずに結果を

求めるような人物像であろう。3, 4) そして、知識基盤
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社会においては、グローバル人材は、海外で活躍する

人材としてだけでなく、地域でも求められる人材とな

っている。

すでに多くの大学が、このような観点からグローバ

ル人材の育成を進めているが、情報技術者の養成を教

育の主要な柱とする本学では、ICT（Information and 
Communication Technology）を活用して、国際性を

育む教育を進めている。その中心的なプログラムの一

つが各種学内コンテストによるグローバル人材育成プ

ログラムである。このプログラムは、異文化を背景に

持つ海外の学生との Web 作品やショートフィルム作

品の共同制作、またはコンピュータプログラミングの

共同作業を通して行うワークショップ形式の交流によ

り、グローバル人材を育成するものである。

本報告では、本学で行われている作品制作コンテス

トと連動したワークショップ形式学生交流によるグロ

ーバル人材育成プログラムの実践について報告する。

２ 作品制作ワークショップ形式学生交流

2.1  WEBデザインコンテスト 

本学では、2000年から教員有志が、学内でWEBデ

ザインコンテスト（WDC）を始めた。その目的は、授

業時間以外の活動として、学生が Web 作品の制作を

通してコンピュータ技術とコンテンツ作成能力・表現

力を磨くとともに、自主的な創作活動を体験すること

である。WDC は、このような課外活動を経験するこ

とで、学生が授業においても主体的に学ぶ姿勢を身に

付けることを意図している。

WDC は、大学の公式な教育プログラムとして出発

したのではなく、学生に主体的な学修習慣を身に付け

させたいという教員有志（WEB デザインコンテスト

実行グループ、WDCGroup）のボランティア的な活動

として出発した。コンテストの入賞者には、インセン

ティブとして奨学金的な意味合いで副賞賞金も出した

が、初めの2年間は教員有志の寄付を財源としていた。

様々な努力と試行錯誤によって、WDC は次第に学内

で定着し、参加する学生も増えてきた中で、大学に働

きかけて資金援助を得ることができた。このように、

学生に主体的な学修習慣を定着させたいという活動が

行われていた一方で、2007年、本学はタイ王国のラジ

ャマンガラ工科大学タンヤブリ校（RMUTT）[1] と交

流協定を締結した。本学が学生数約 1,700 人、3 学部

の小規模私立大学であるのに対し、RMUTT は学生

数約26,000 人の大規模国立大学であるが、RMUTT 
との交流の契機は、著者が国際学会[2]で、RMUTT 
の教員であるDr. Chaiyoot Changsarn 氏と知り合っ

たことである。

交流協定に明記されている交流の範囲は、「学生の交

流」、「教職員の交流」、「共同の研究教育活動の促進」

の3つであるが、学内に定着してきたWDCを基礎に、

これら交流の範囲を網羅する交流として、WEB デザ

インコンテストによる国際学生交流を始めた。これは、

それまで学内だけで行っていたWDCを発展させ、両

大学間で Web 作品の学生コンテストを実施すること

により、世界を舞台にした学生の自主的学修活動を展

開しようとするものである。WEB デザインコンテス

トによる国際学生交流は、学内で行うWDCと区別し

て、iWDCという略称で呼んでいる。iは、international
の頭文字である。

2.2  WEBデザインコンテストによる国際学生交流 

iWDC は次のように実施する。まず、本学と

RMUTT がそれぞれの学生を対象として学内でWEB
デザインコンテストを実施し、優秀な作品数点を選ぶ。

選ばれた作品のコンテンツは、それぞれ日本語あるい

はタイ語で表現されているので、制作した学生はコン

テンツを英語に直して両大学間の国際コンテストのエ

ントリー作品とする。これらの作品は、両大学の教員

が審査し、受賞作品を決める。作品がエントリーされ

た本学の学生は RMUTT を訪問し、iWDC 授賞式に

出席し、RMUTTの学生と交流する。 
このように当初の iWDCは、受賞者が2、3日の日

程で RMUTT を訪問して学生交流を行う一方通行の

交流であった。この交流が、2008年度から2010年度

にかけて実施された。ただし、2010年度は、派遣費用

が捻出できずインターネットでの国際コンテストとし

て実施された。

実は、iWDCは当初から学生の相互訪問を目指して

いたが、資金の問題から一方向の訪問による交流に止

まっていた。2008年と2009年に本学学生がRMUTT
を訪問できたのは、日本私立学校振興・共済事業団の

教育・学習方法等改善支援の外部資金が得られたから

である。2010年度はこのような外部資金が得られなか

ったためインターネット上での iWDCとなった。しか
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し、2011 年度から開始された独立行政法人日本学生支

援機構（JASSO）の留学生交流支援制度[3] の支援が

得られたことにより、2011 年度からは、学生を交互に

両大学に派遣して Web 作品を共同制作するワーク

ショ ップ形式の学生相互交流とし、プログラムを充実

させることができた。 

さらに、ワークショップで共同制作する作品の範囲

を拡張し、2013 年度からはショートフィルム作品制

作、2014 年度はコンピュータプログラミングを加え

た。これらのワークショップも、Web制作ワークショ

ップと同様に、事前の学内コンテストによる参加学生

の選抜と国際コンテストを合わせたプログラムである。 
2013年度からは、このプログラムを単位認定の対象

とし、国際交流科目「国際コラボレーション」を開講

し単位を付与している。この年からRMUTTにおいて

も、ワークショップでの学修が単位認定されることに

なった。

学生に主体的学修習慣を定着させたいという教員有

志のある種の危機感から2000年に始めたWDCだが、

ワークショップ形式学生交流によるグローバル人材育

成プログラムという意外な発展を辿り、授業科目「国

際コラボレーション」として、本学の公式なグローバ

ル人材育成プログラムとなった。

2.3  i WDCモデル 

ワークショップ形式の相互交流プログラムに学生が

参加する条件は、事前の学内コンテストで入賞するこ

とと、語学を含め一定の成績基準を満たすことである。

ユニバーサル・アクセス 5) 時代を迎えた今日の大学生

の学力は多様である。本学でも、リメディアル教育と

して中学校レベルからの補習を行わなければならない

学生が在籍している。それらの学生には、高校教育経

験者による補習を行っている。しかし一方では、非常

に学力の高い学生や、ICTに習熟し、それらの専門知

識に秀でた学生も在籍している。今日では、多様な学

生に対応した教育プログラムを実施することも、私立

大学の使命である。本学のワークショップ形式相互交

流プログラムは、高い学力と高い ICT活用力を備えた

学生をグルーバル人材として育成することを狙いとし、

多様な学生の教育を充実しようとするものである。

このような条件を満たして参加する学生に対して、

本プログラムでは、次の4つの目標を定めている。 

図1 iWDC モデル 

(1) 作品制作の ICT活用力を向上させる。 
(2) グローバルコミュニケーション力を向上させる。 
(3) 両国の文化を互いに深く理解する。 
(4) 両国の学生相互の友情を育む。 

本学の学生とRMUTTがWeb作品を共同制作する

ワークショップを主とする iWDCでは、これらの目標

を学生たちが成し遂げる仕組みを試行錯誤してきたが、

その結果として、4 つの要素「選ぶ」「競う」「協調す

る」「共有・継承する」で特徴づけられる iWDC モデ

ル 6）を提唱している。本プログラムの本質をモデルに

よって明確にすることで、他の ICT分野あるいは ICT
以外の分野への普及を図ることができると考えている。

図1は iWDCモデルの概要である。 

2.4 「国際コラボレーション」

本プログラムは、図 1 の iWDC モデルに従い、ま

ず、各大学が学内で行うWEBデザインコンテストに

より参加学生を「選ぶ」ところから始まる。コンテス

トは 12 月に募集を開始し、翌年の 5 月上旬が応募の

締め切りである。両大学共通の審査基準に従い、各大

選ぶ

学内コンテスト（WDC）
優秀作品表彰
参加者選抜

事前授業

・相手国の文化・歴史
・海外渡航指導
・英語指導
・作品コンテンツ英語化

競う

国際コンテスト（iWDC）

協調する

ワークショップによる
作品制作の協調学修（英語）

ワークショップⅠ
ワークショップⅡ

作品成果発表（英語）

国際コンテスト（iWDC）表彰式

北海道情報大学 ラジャマンガラ工科大学タンヤブリ校

選ぶ

学内コンテスト（WDC）
優秀作品表彰
参加者選抜

共有・継承する

学内作品成果報告

相互訪問

共有・継承する

学内作品成果報告

インターネット

事前授業

・相手国の文化・歴史
・海外渡航指導
・英語指導
・作品コンテンツ英語化
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学がそれぞれ作品審査を行い、受賞作品を決め、ワー

クショップに参加する学生を選抜する。選抜された学

生は、各大学で事前授業を受ける。

事前授業の内容は各大学の判断で行うが、共通して

いる内容は、英語指導や海外渡航指導などである。本

学の事前授業は、6 月から 7 月にかけて、次の内容で

1回90分、合計7回行われる。この内容は本プログラ

ムの授業科目「国際コラボレーション」のシラバスに

も記載されている。

1回目：タイ王国の地理，歴史，文化，言語 
タイ現地取材の企画

2回目：受賞作品の英文コンテンツ作成演習 
3回目：タイ現地訪問取材先の調査 
4回目：英語プレゼンテーション演習 
5回目：受賞作品の英文コンテンツ作成演習 
6回目：交流の趣旨説明 

タイ現地訪問取材先の調査結果のプレゼン

海外渡航指導       
7回目：チームテーマのプレゼンテーション準備 

英語プレゼンテーション演習

英語指導については、本プログラムの担当者でもあ

る2名の本学英語担当専任教員が担当している。また、

その他の事前授業については、後出の表1に示した多

数の本プログラム担当教員ならびに本学の国際交流・

留学生支援事務室職員が担当している。

事前授業では、学内コンテストで入賞した作品のコ

ンテンツ英語化も行い、RMUTTとの国際コンテスト

応募作品とする。国際コンテストは、図 1 の「競う」

写真1 Web 作品共同制作（2013 年度に実施した

RMUTT でのワークショップ） 

場であり、本学学生とRMUTT 学生が競うことで、

作品制作のICT 活用力の向上を図る場である。 
事前授業を経て、学生は作品を共同制作するワーク

ショップに参加する。2014年のワークショップは、本

学で行うワークショップⅠと RMUTT で行うワーク

ショップⅡの2つからなり、移動日を除いてそれぞれ

8 日間、合計 16 日間、例年通り 8 月下旬から 9 月上

旬にかけて行われた。2 つのワークショップの会場校

の順番は、毎年交互に交替する。写真 1、写真 2 は、

ワークショップの様子である。

ワークショップは「協調する」場である。本学と

RMUTTそれぞれ2名、合計4名からなるグループを

作り、各グループ単位でWeb作品を共同制作する。作

品の大きなテーマは「日本とタイの文化の比較」であ

るが、各グループはさらに具体的なトピックを考えて

作品を制作する。グループ内でのコミュニケーション

は英語で行われるが、どちらの大学の学生にとっても

英語は第二言語であるから、学生たちは大いに苦労す

る。その苦労の中で、異文化を背景とする者同士の協

調性と友情が育まれる。

ワークショップの主要な部分はグループ単位の協調

学修であるが、ワークショップⅠの始めには、オリエ

ンテーションの他に、両大学のコーディネーターによ

る基調講演やユニフォームの授与が行われ、その後で

グループを編成し、ワークショップの準備を終えてか

ら、2 つの授業が行われる。一つ目は、英語コミュニ

ケーションの授業であり、英語を母国語とする本学の

英語担当専任教員が担当した。この授業は、アイスブ

レイクも兼ねており、授業を進める中で両大学学生の

緊張は徐々にほぐれてくる。二つ目は、グループワー

写真2 2013 年度ワークショップ最終日のグルー

プ制作作品の発表会
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クの方法やタイム・マネジメントに関する授業であ

り、現役の Web デザイナーである日本人の本学専任　

教員により英語で行われる。また、ワークショップⅡ　

では、 ICT関連企業の社員による講義があり、最終日 

前日には、英語プレゼンテーション演習が行われる。

ワークショップ最終日には、各グループが制作した

作品のプレゼンテーションを英語で行う。また、ワー

クショップ直前に準備した国際コンテストの表彰式も

行われる。国際コンテストの入賞作品は、各大学の審

査委員がインターネットにより審査した点数の合計点

によって決めるが、必要に応じてワークショップ期間

に両大学の審査委員が参加して審査会議を行う。なお、

今年度行われた審査会議で、来年度の作品審査にはル

ーブリック 7) を導入することが合意された。

本プログラムは、2.2節で述べたように、2013年度

から授業科目「国際コラボレーション」となった。こ

の科目は、2.3 節で述べた 4 つの目標を授業の目標と

するグローバル人材育成科目であり、夏期集中授業と

して実施している。ワークショップと事前授業がこの

科目の主要な内容であり、5 月上旬に応募を締め切る

学内コンテストや学内作品成果報告は、事前事後学修

と位置付けている。ICTに関する主要な授業科目を履

修している 3、4 年生を主たる履修対象と想定してい

るが、全学年・全学部学科の学生が履修できるように

している。全学年の履修科目としているのは、1、2年

生にも少数ながら在籍している優れた ICT 活用力を

持ち、学力の潜在力が高い学生に、早くから成長の機

会を与えるためである。また、2.3 節に述べた 4 つの

目標の3つ目と4つ目は、学年を超えた普遍的な目標

である。なお、実際には大半の履修者が3、4年生であ

り、1、2 年生は 1 名ないし2 名である。1、2 年生の

履修者には、「トビタテ留学！JAPAN」8)など、さらな

る国際交流や海外へのチャレンジを期待している。

この科目を修得した学生には 2 単位が付与される。

また、RMUTTでは、RMUTTの学生に1単位を付与

している。このように、単位付与があるために両大学

教員による成績会議が行われ、各グループの作品につ

いて、また、各学生のワークショップ中の参加度や協

調性などについて意見交換して成績を決める。今年度

の成績会議では、翌年度のワークショップの改善につ

いても意見交換があった。成績会議は、グループ作品

のプレゼンテーションの直後に行われる。この科目の

成績評価は成績会議でほぼ決まるが、次に述べる報告

会が終了してから確定する。

ワークショップ終了後は、各大学で、作品成果報告

が行われる。本学では、2 か月程度の準備期間をおい

て、11月に学内で報告会が行われる。これにより、こ

のプログラムの成果の「共有と継承」を図っている。

学内コンテストの作品募集から学内報告会までを本

プログラムの期間とすると、12月から翌年11月まで、

1年間かけて行われるプログラムであるともいえる。 

2.5 4 つの目標とiWDC モデル 
iWDCモデルと上の4つの目標との関連は、次のよ

うになる。目標(1)については、コンテストの「競う」

過程および共同制作の「協調する」過程で作品制作に

必要な ICT活用力の向上を目指す。目標(2)は、実際上

は英語コミュニケーション力であるが、これにつても、

「競う」および「協調する」過程で向上を目指す。本プ

ログラムで共同制作する作品のテーマは「タイと日本

の文化の比較」であるが、このテーマのもとで作品を

制作する中で目標(3)の達成を目指す。本プログラムが

最も重視しているのが目標(4)である。ワークショップ

で協調学修し、作品のための学外取材でもグループで

活動するなかで、両国の学生の友情が育まれることを

狙っている。

2.6  i  WDC モデルと他の学修分野の導入

iWDCというモデルによって本プログラムの本質を

明確に概念化したことにより、他の学修分野の協調学

修を本プログラムに取り入れる基盤ができた。これに

より、2.2節で述べたように述べたように、他の分野の

学修を順次取り入れ、国際交流科目「国際コラボレー

ション」の履修機会をより多くの学部学科に広げ、で

きるだけ多くの意欲ある学生をグローバル人材として

育成する段階に入った。ただし、他の学修分野にはそ

れぞれの特徴がある。各分野の学修内容により、グル

ープ学習の方法が多少異なることもあり、ワークショ

ップのスケジュール等について、各分野の独自性を認

めることはワークショップを充実し発展させる上で重

要である。例えば、ショートフィルム制作では、教室

外での取材活動が多くなる。また、コンピュータプロ

2014年度の英語プレゼンテーション演習はRMUTT

教養学部所属のフィリピン人教員が担当した。
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グラミングでは、日本とタイの ICT企業での研修や見

学も取り入れている。

制作する作品の範囲が年を追って増えてきたのに伴

い、一方では、参加する学生の合計数も、Web制作だ

けを行っていた2011年度の10人から18人に増加し

た。しかし、現状では、これ以上の参加学生増は難し

い。その理由は、プログラム実施に伴う費用や宿舎等

の制限による。費用や宿舎など実施上の実務について

は、4節で説明する。 

３ 実施結果

3.1  教員の評価

両大学の学長をはじめ教職員は、本プログラムを高

く評価している。その観点は、本プログラムが学生の

主体的な学び 9)を培う上で効果的な学修方法であると

いう点である。本プログラムはアクティブ・ラーニン

グであるため、主体的な学びを実現する有効なプログ

ラムであるとともに、互いに外国人である学生が協調

学修することで、グローバル人材を育成する有効なプ

ログラムであることが高く評価されているのである。

RMUTT の学長であるDr. Prasert Pinpathomrat 氏
からも、「大学を卒業した後も、自主的に学習を継続す

る学生を教育する上で非常によいプログラムであり、

今後も充実し継続したい」という評価をいただいてい

る。また、ワークショップ最終日の成績会議では、目

標の達成についても意見交換が行われ、個々の学生に

より差はあるものの、目標は達成されたと評価してい

る。

3.2  学生アンケート

本プログラムの実施結果を学生の反応から評価する

ために、2013年度から学生へのアンケートを行ってい

る。学生アンケートは、教員の評価と相補的に目標達

成を確認するものになる。また、教員の評価は個々の

学生に対するミクロな視点からの評価であるが、学生

アンケートはマクロな視点からの評価ともいえる。

2014年度のアンケートは、現在、一部の回答を収集・

分析中であるため、本稿では 2013 年度のアンケート

結果について説明する。アンケートは、学内作品成果

報告会が終了した 2014 年 1 月に実施し、当該年度の

4月以来の ICT活用力、英語コミュニケーション力お

よび意識の変化を質問したものである。対象学生は、

図1 作品制作に必要なICT 活用力の向上について 

本プログラムに参加した学生（回答数 18）、学内コン

テストには参加したが本プログラム参加者として選抜

されなかった学生（回答数7）、および学内コンテスト

にも参加しなかった一般学生（回答数 114）である。

紙数の都合で、すべてのアンケート結果を説明できな

いが、以下に主な結果を示す。なお、以下の図で黒棒

は本プログラムに参加した学生、灰色の棒は学内コン

テストには参加したものの本プログラムの選抜にもれ

た学生、白棒はコンテストにも参加しなかったその他

の一般学生の回答数（％）である。

図1は、作品制作 ICT活用力が向上したかについて

の質問である。これは、本稿の 2.2 節に示した本プロ

グラムの 4 つの目標の内の 1 つ目に対する確認であ

る。回答者の母数に違いがあるため詳細な分析は難し

いが、この図を見る限り学内コンテストに参加しなか

った一般学生に比べて、本プロブラムに参加した学生

の全員が、作品制作の ICT活用力向上について、肯定

的な回答をしている。また、本プログラムの選抜には

もれたものの、学内コンテストに参加した学生の回答

も同様に大半が肯定的である。このことから、iWDC
モデルの「選ぶ」にあたる学内コンテストに参加する

ことで、作品制作に必要な ICT活用力を向上する機会

を与えることができたと考えている。

図2 は、グローバルコミュニケーション力、すなわ

ち、実際上は英語コミュニケーション力の向上に関す

る回答である。これは、2.2 節に示した本プログラムの

目標の内の2 つ目に対する確認であるが、回答は明瞭

に分かれている。すなわち、本プログラムに参加した

学生全員が、英語コミュニケーション力の向上につい

て肯定的な回答をしているが、その他の一般学生の
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図2 英語コミュニケーション力の向上について 

大半は否定的な回答をしている。また、コンテストに

参加したが、本プログラムの選抜にもれた学生は、こ

れらの中間的な回答である。このことから、あくまで

学生が感じたことではあるが、本プログラムに参加す

ることで、英語コミュニケーション力が向上したと考

えられる。これは、事前授業からワークショップ最終

日の英語プレゼンテーションまでを見てきた本プログ

ラム担当教員全員の感想とも一致する。

本プログラムの目標の3つ目「両国の文化を互いに

深く理解する」については、直接的ではないが「日本

の良いところ悪いところを考えたことがあるか」と質

問した。これに対する回答を図3に示す。この回答か

ら、本プログラムに参加した学生も、選抜にもれた学

生も、その他の一般学生に比べると、この点について、

肯定的であることがわかる。このことから、本プログ

ラムに参加する意思のある学生は、自国について何ら

かの省察をしていることが窺える。ただし、回答結果

をよく見ると、本プログラムに参加した学生の中

図3 日本の良いところ，悪いところを考えたこと 
あるかについて

では、「最近、考えるようになった」とする回答者の割

合が多い。ワークショップに参加し、タイの学生と共

同作業する中で、自国について省察する機会を得たと

思われる。

なお、1 節に述べたグローバル人材の 3 要素の内、

要素Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・

柔軟性、責任感・使命感に関連して、「将来外国人と一

緒に働きたいか」と質問した。その回答を図4に示す。

これについても、その他の一般学生については消極的

な回答が多いが、本プログラムに参加した学生は、積

極的な回答をしている。選抜にもれた学生については、

非常に積極的な回答と消極的な回答に分かれたが、母

数が少ないので、これ以上の推測は難しい。

本プログラムの4 つ目の目標「両国の学生相互の友

情を育む」については、ワークショップを指導した両

大学の教職員から、成功したとの感想が異口同音に聞

かれた。全てのワークショップが終了した後、相手大

学の学生を空港まで見送りに行った学生たちが、いつ

までの別れを惜しみ涙する光景は、毎年のことではあ

るが、同行した教職員の胸を熱くしている。学生たち

は、プログラム終了後も SNS 等で連絡を取り合って

おり、本学の参加学生の中には、タイで再会を果たし

たものもいる。また、RMUTT でワークショップが行

われるときには、過去に参加したRMUTT の学生が毎

年本学学生のもとを訪れる。とくに、2014 年度に

RMUTT で行われたワークショップでは、2011 年度

の第 1 回プログラムに参加した RMUTT の学生で当

大学の教員になった学生がワークショップを訪れ、今

後はワークショップを指導する立場になりたいとの希

望を語ってくれた。本プログラムは、本学とRMUTT

図4 将来外国人と一緒に働きたいかについて 
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が協力して作るグローバル人材育成スクールになりつ

つあると、筆者は感じている。

なお、参加した学生の自由記述からは、溢れるよう

な喜びと感動が伝わってくる。自由記述の一部である

が、以下に紹介する。ただし、下線は筆者による。

・英語を学習する動機となりました、将来は海外の人

と仕事をしたいと思うようになりました。そのために

TOEIC の点数を取れるように参考書を買いました。

また今回の国際コラボレーションに関しては、個人的

には Web を制作することが目的ではなく、タイの学

生と親睦を深めることが第１だったのではないでしょ

うか。言葉が通じなくても、ここまで仲良くなれるの

は驚きでした。生涯友人として付き合っていけること

は誇りだと思っています。また情報大学の学生と先生

方にも可愛がってもらえることができて本当に嬉しく

思っています。今後もぜひこのプログラムを続けてい

ただきたいと思います。

・学校主体での国際交流はとっても良いことだと思い

ました。主体的な人、海外に興味のある人を個人でも

どんどん進出していくと思いますが、少し不安がある

人、行きたいけどためらっている人などには、こうい

う機会がないと海外進出や国際交流などはしなかった

と思います。今回のような交流のスタイルは学生達に

とって大きなチャンスになったと思いますし、二度と

ない素敵な思い出や経験になったのだと思います。

・一生のうちでこんなにすてきな経験ができるのは素

晴らしいことだと思うので、もっと興味、関心をもっ

た人が増えてほしい。

・この様な交流は他大学ではあまり耳にしたことがな

いので、情報大学ならではだと思うのでぜひ続けてく

ださい。

・今回のワークショップを通じて英語でのコミュニケ

ーションはやはり必要だと感じた。それと同時に日本

人はあまりに英語のスキルが不足していると若干の危

機感も感じた。日本人はもっと英語を学び、外国人と

接する機会を多く設けるべきだと思います。

・ワークショップ参加前は英語での交流は難しいとい

うイメージがありましたが、実際に交流してみて苦手

意識がなくなったと思います。今後も海外へ旅行に行

ったり、外国人と交流してみたいと思うようになりま

した。

４ 支援体制

4.1  担当教職員

2.1節に述べたように、本プログラムは、そもそも教

員有志が自発的に始めたWDCが原点である。現在は、

本学のグローバル人材育成の中核プログラムとなって

いるが、教員の自主的活動という動機は受け継いると

思うし、受け継いでいきたい。WDC に加えて、ショ

ートフィルム制作、コンピュータプログラミングと本

プログラムのすそ野を広げるに従い、多くの教員がか

かわるようになってきたが、皆積極的に関わっている。

また、大学の公式プログラムとなったことで、本学の

国際交流・留学生支援事務室の協力も得られるように

なったが、当事務室の職員も単なる職務の範囲を超え

て、積極的に協力している。RMUTTの教職員も交流

協定という枠を超えて、親身に積極的に関わってくだ

さっている。表1は、本プログラムを担当する教職員

のリストである。19名の教職員が担当しているが、こ

の他にも、多くの教職員が協力している。また、表 2
は、RMUTTの担当教員である。 

4.2  実施費用

 本プログラムを実施するには、学生の負担を軽減す

るための資金が必要である。2.1節で述べたように、

本プログラムを実施する上で、独立行政法人日本学生

支援機構（JASSO）の留学生交流支援制度の支援は

非常に大きい。また、2014年度は、科学技術振興機

構（JST）さくらサイエンスプランの支援も得られ

た。このような競争的外部資金の支援がなければ、こ

れまでの本プログラムの実現は、難しかったであろ

う。もちろん、これらの外部資金だけでは、プログラ

ムを実施するには不足であるが、競争的外部資金の獲

得は、本学やRMUTTが支援する動機にもなってい

る。

しかし、これらの競争的資金の支援を今後も受けら

れる保証はない。これらの外部資金が得られない場合

にも本プログラムを継続するために、いくつかの対策

を検討している。本学では、教育研究振興のための寄

付金募集を検討しているが、その目的の一つがグロー

バル人材育成支援である。また、RMUTTにおいては、

学生基金の中から本プログラム参加学生への支援を検
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討している。両大学のこのような支援の検討は、本プ

ログラムの実績を評価していただいたことによると考

えている。

4.3  宿舎等および危機管理体制

ワークショップ期間の学生の宿舎や食事、作品制作

の取材活動に必要な移動のための交通手段などは、両

大学の交流協定に表明されている平等互恵の精神に則

り、ホスト校がゲスト校の学生に対して提供している。

RMUTTの学生が本学に滞在する際には、学内の寮や

キャンパスに隣接する契約寮を提供している。また、

本学の学生がRMUTTに滞在する期間は、RMUTTキ

ャンパス内にある寮またはホテルに滞在する。これら

については、収容人数に限りがあるため、本プログラ

ムに参加する学生を増やすのは難しい。

本学学生がRMUTTを訪問する際には、当然のこと

であるが、保護者の同意を求めるとともに、海外渡航

傷害保険へ加入し、緊急時の連絡網を整備している。

表1 北海道情報大学の担当教職員 
* は 連絡担当者、（ ）内は所属学科

表2 ラジャマンガラ工科大学タンヤブリ校 
（RMUTT）の担当教職員 

*は 連絡担当者、（ ）内は所属学部。
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Associate Professor Fumitake Taniguchi
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それぞれの大学を訪問して実施するワークショッ

プには、各作品制作分野の教員が同行し、学生と同じ

宿舎に宿泊し、危機管理に当たっている。表1に示し

た本学教職員の内、約半数の教職員は、海外で長期滞

在した経験があり、海外での学生対応で大きな力にな

っている。また、病気やけがの際には、それぞれの大

学に常駐している医療スタッフが対応している。

５ 結論

本稿では、2011年から続けている作品制作コンテス

トと連動したワークショップ形式学生交流によるグロ

ーバル人材育成プログラムの実践について報告した。

本プログラムでは、学生に達成してもらいたい4つの

目標を掲げているが、学生アンケートから、これらの

目標は概ね達成できたと考えている。しかし、改善す

べき課題も明らかになってきた。

一つは、グローバル人材の要素Ⅱ：主体性・積極性、

チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感の

養成である。3.2節のアンケート結果からは、外国人と

共同作業することに魅力を感じた学生が多い反面、そ

の難しさを実感する学生が少数ながらいるのではない

かと推測される。どのようなプログラムでも、そのよ

うな少数例はあると思うが、そのような学生への対応

は今後の課題である。

二つ目は、グローバルコミュニケーション力として

の英語力である。ワークショップの間に、学生たちは

積極的に英語でコミュニケーションする姿に変貌して

いく。しかし、その英語としての水準は、まだ高いと

は言えない。オーラルコミュニケーションは、必ずし

も高度な水準の英語力を必要としない。むしろ、協調

して課題を解決する意欲や諦めない姿勢が重要で、そ

のために必要な水準でよいと考える。2014年度の学内

報告会で、何人もの参加学生から、英語はまだ苦手だ

が共同作業する中で、うまく通じないところは身振り

手振りを交えながらもコミュニケーションを図り作品

制作を進めることができたこと、そして、それでも外

国人と一緒に作品を完成することができるのだ、とい

う趣旨の感想を聞くことができた。これこそが、グロ

ーバル人材の重要な資質であると考える。「したたかに、

しなやかに」に生きていける人物像である。しかし、

それでも今後は、英語の基礎力を現在よりも底上げし、

それを土台にコミュニケーションを取れるように育成

したい。これは、事前授業など本プログラムの中で対

応するだけでは難しく、本学の英語教育とも連携して

対応する課題であると考えている。

本稿で説明した 2013 年度の学生アンケートは、ワ

ークショップ終了後に行ったものであるが、事前と事

後のアンケートを実施すると、より実像に近い姿が見

えてくるであろう。2014年度は、事前事後のアンケー

トを実施したが、現在はまだ集計・分析が終了してい

ないので，他の機会に、その結果を報告したいと考え

ている。

2000 年 4 月に本学の学内 WEB デザインコンテス

トとして出発した教員有志による学生の主体的学修支

援の活動は、約 10 年を経てタイ王国・RMUTT との

共同相互交流プログラムに発展した。本プログラムが

実現できたのは、次の条件が整っているためであると

考えている。

(1) 英語が苦手な学生に対して、言語の障壁が低い

ICTを活用した作品制作という手段により、協調

学修を行っている。

(2) 両大学の担当教職員が、協力して意欲的に取り
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組んでいる。

(3) 本学およびRMUTTの管理職教職員ならびに一

般教職員の積極的な協力がある。

(4) 本学およびRMUTTの支援がある。 

本プログラムを支える大きな基盤は人である。本プ

ログラムは、両大学の学生だけでなく、教職員につい

ても、国境を越えた友情を育むことを目指している。

幸運にも、RMUTT教職員と本学教職員の友情に根差

した協力関係を築けたことも、本プログラムを実現で

きた大きな要因であると考えている。
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注

[1] ラジャマンガラ工科大学タンヤブリ校（RMUTT）
は、タイの首都バンコクの北約 40 ㎞に位置する 9
学部、学生数約26,000人の国立大学である。ラジャ

マンガラ工科大学は、タイ王国全土に分散して配置

されている 8 つの分校から構成される総学生数が

100,000 人を超える大学グループであるが、タンヤ

ブリ校（RMUTT）はその中心校である。本学と交

流協定覚書を調印した当時の学長は、Dr.Numyoot 
Songthanapitak 氏であるが、RMUTT で学長職を

2期8年間務めた後、2013年からはタイ王国北部の

主要都市チェンマイにあるラジャマンガラ工科大

学ランナー校（RMUTL）の学長を務めている。 
[2] 41stInternational Symposium on Macromolecules, 

Rio de Janeiro in Brazil 
[3] 学生の相互派遣ワークショップは、2011年度と2012

年度は、独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）の

留学生交流支援制度（ショートスティ、ショートビジ

ット：SS&SV）の支援を得て実施した。また、2013
年度と 2014 年度は、同じく独立行政法人日本学生支

援機構（JASSO）の留学生交流支援制度（短期派遣、

短期受入れ）の支援を得て実施した。
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実践報告 

語学留学の成果に関する意識調査 
（語学プラスαの語学留学の可能性を探る） 

足立 恭則 A 

An Awareness Survey of Semester-Long Language Study Abroad Programs 
(Exploring Benefits Beyond Language Gain) 

Takanori ADACHIA 

Abstract: This article presents the results of a survey measuring students’ 
perceptions of the learning outcomes of semester-long language study abroad 
programs. Sixty-one female study-abroad participants were queried about their 
perceptions of five learning outcomes: (1) language acquisition, (2) knowledge of the 
host country, (3) intercultural awareness, (4) knowledge and awareness of their own 
culture, and (5) personal growth and development. The results indicated that 
semester-long language study abroad programs can have a positive impact on 
overall development in these five areas. The author suggests that semester-long 
language study abroad programs may serve as an alternative to studying in 
undergraduate programs that have more strict admission requirements and a 
higher cost of attendance.
Keywords: study abroad, language schools, college students, assessment, 
personal growth and development  

１ はじめに 

 日本人学生が海外で学ぶ機会としては大きく、①短

期研修（主に語学・文化体験、1 週間～１か月程度）、

②中期語学留学（3か月～6か月程度）、③中・長期学

部留学[1]（6か月～1年程度）がある。しかし、海外留

学者数は全体としては年々減少しており、2010年では

57501 人に留まり、ピーク時の 82945 人（2004 年）

の 7 割まで減っている 1)。中でも中・長期の学部留学

は留学に要求される語学力の高度化、英語圏大学での

授業料高騰、就職活動の早期化と長期化、学生のリス

ク回避と安全志向等の理由から伸び悩んでいる 2)。中・

長期学部留学への参加を促進するための取り組みは始

まっているが 3-5)、大きな効果が出るには時間がかかり

そうだ。そうした中、より低いハードルで参加が可能

な４～６か月程度の語学留学が注目される。 

２ 語学留学が秘める可能性 

 語学留学とは、大学付属の語学学校等において語学

------------------------------------------------ 

A: 東洋英和女学院大学国際社会学部

を中心に学ぶ留学形態を指す。語学留学は事前に求め

られる語学力のハードルが低いだけでなく、学部留学

と比較し学費等の経済的負担が少ない。例えば、米国

オレゴン大学（州立）を例に取ると、2015年現在、1
クォーター（10週間）につき、学部での授業料が13608
ドルであるのに対し 6)、付属の語学学校では 3495 ド

ルである 7)。また、留学期間が日本の大学の１学期で

収まるため、単位互換制度さえ整っていれば通常4年

間での卒業が可能である。 

 もし、中・長期学部留学で得られる成果と同等ある

いはそれに近い成果が語学留学でも得られるのであれ

ば、日本人学生の海外留学を促進させるための有効な

手段となりうる。しかし、日本の高等教育機関におい

て語学留学を奨励し、カリキュラム等に組み入れてい

くのであれば、まず、語学留学で期待される学びの種

類を明らかにし、それぞれの分野で実際にどのような

成果があるのか示す必要がある。 

留学成果を明確化し、カリキュラムにおける留学の
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位置づけを考察する、いわゆるアセスメントについて

は日本でも徐々に意識が高まりつつあり、今後ますま

す活発になっていくものと思われる。2011年に文部科

学省によって出された「産官学グローバル人材の育成

のための戦略」8)の中でも留学成果の可視化を課題の

一つとしてあげ、留学で得られる成果を明らかにする

ことにより、海外留学者を増やすことを推進している。

今後増加が予想される語学留学においてもその成果の

可視化は重要な課題となる。 

３ 留学成果に関する先行研究 

3.1 調査の種類と結果 

留学成果を測る研究には、短期研修（数週間から 1
か月程度）の成果を測るものと、学部留学（1年程度）

の成果を測るものが多く、4～6か月程度の語学留学に

特化して成果を測るものは意外に少ない。また、留学

成果を測る方法や範囲も様々である。

 先行研究をタイプ分けすると、大きく①帰国後のイ

ンタビューや報告書を分析し、どのような学びがあっ

たかを探る成果探索型、②特定の領域（例：語学）に

着目し、その領域における学びの度合いを詳しく調べ

る特定領域型、③様々な種類の項目について成果の有

無を質問紙により調査する多種項目設定型などがある。 
 成果探索型の例として、たとえば赤崎 9)は、イギリ

スの大学院に留学した2名へのインタビューならびに

質問紙による調査を行い、留学で得られる成果を次の

8 つにカテゴリー化している。①学術・専門知識、②

外国語能力、③コミュニケーション・スキル、④新し

い教育観、⑤困難を切り抜ける力、⑥留学先の社会に

関する知識、⑦日本社会への客観的・相対的視点、⑧

違いへの対応力。また、小林 10)は4週間の韓国短期研

修を終えた6名の大学生が書いた報告書をもとに、語

学力、トラブル・困難への対応能力、学習一般へのモ

チベーションアップ、文化の相対化、将来への展望な

どの領域でプラスの効果があったと述べている。 

 一方、特定領域型では語学力や異文化理解、自己成

長に関して詳しく分析するものなどがある。たとえば、

4 か月のアメリカ語学留学に参加した大学生の語学領

域での成果を調査した藤澤・小森 11)では、統制群と比

べて留学を経験した学生は Grammar, Listening, 
Readingの領域で伸び率が高く、特にListeningにお

ける伸びが顕著であるという結果が出た。また、これ

より期間の短い3週間の語学研修（ニュージーランド）

に参加した大学生でも、文法、英作文、リーディング、

リスニングについて、研修後に伸びが見られ、特にリ

スニングの伸びが高いことが分かっている 12)。

 異文化理解や自己成長の領域では、留学先の国に対

するイメージの変化を調査するもの 13, 14)、自己のアイ

デンティティの変容を分析するもの 15)、認知、情動、

態度・行動変容への影響を調べたもの 16)などがある。

たとえば、池田 17)は、学部留学した大学生3名（アメ

リカ2名、韓国1名）に対し、留学前後にインタビュ

ーを行い、留学経験によって①留学先の国のイメージ

が抽象的なものから具体化したものに変化する、②画

一的なステレオタイプではなく、個人差や多様性に目

を向けるようになる、③対人関係に関するイメージが

増える、④異文化と日本を比較しながら、双方の文化

を相対的に見るようになる、などの変化が起こること

を報告している。

 中川 18)は、短期海外研修により、参加者たちが自文

化を客観視する機会を得て、それにより自己アイデン

ティティや文化アイデンティティを模索する機会を得

ると述べ、短期間の語学研修であっても学生が自分自

身を見つめ、他者との関係性（つながり、協力、感謝

など）を意識するようになると述べている。

 多種項目設定型の研究では、大規模なものとして、

学生支援機構の「海外留学経験者の追跡調査（平成23
年度）」19)や野水・新田 20)がまとめた質問紙調査があ

る。前者の調査では、過去 15 年間に海外留学経験の

ある20～40代の一般個人20223人を対象に「留学の

実態」、「留学前／留学中／留学後の状況」、「留学斡旋

団体」、「留学経費・アルバイト・インターンシップ」、

「総合満足度」などについて膨大なデータを収集して

いる。野水・新田の調査では、学生支援機構が実施す

る「留学生交流支援制度」を利用した学生のうち、平

成23・24年にショートビジット（3か月未満）と短期

派遣（3 か月以上 1 年未満）のカテゴリーで留学した

学生約3万人に質問紙による調査を行った。質問項目

は多岐に渡り、本稿の話題に関連のあるものだけでも

以下のとおりである。

① 学業関連（専門分野の知識・資料収集、海外の学

問の水準や方法の理解、専門用語の習得、専門勉

強へのモチベーションの向上）

② 語学関連（語学力の向上、外国語で発言する勇気
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や慣れ、外国語での研究発表や議論の仕方の向上、

語学勉強へのモチベーションの向上）

③ 異文化理解関連（異文化間コミュニケーション力

の向上、生活習慣や文化の違いを肌で実感、留学

先の国の学生・社会人との交流を通した人間理解、

留学先国に関する知識の獲得、日本文化・日本人

としての自分についての意識）

④ 進学・就職関連（進路・就職への意識向上、将来

の方向性をつかむきっかけ、就活での強みの獲得） 
⑤ その他（困難を自力で乗り越える力量の向上、視

野の拡大、外向き志向の高まり、海外の人間関係・

人脈の構築）

⑥ 社会人基礎力「前へ踏み出す力」（主体性、周囲へ

の働きかけ能力、粘り強い実行力）、「考え抜く力」

（課題発見力、計画実行力、創造力）、「チームで

働く力」（発信力、傾聴力、柔軟な対応力、状況把

握力、ストレス・コントロール力）

⑦ 異文化間理解力（外国人との協働力、異文化理解

力、異文間コミュニケーション力）

結果として、まず、①から⑤の項目でほぼ40%以上

の学生が効果があったと回答しており、さらに短期派

遣（3 か月以上 1 年未満）がショートビジット（３か

月未満）をすべての項目で上回っていた。また、短期

派遣とショートビジットとの間で差が大きかった項目

は、専門分野の知識・資料収集、海外の学問の水準や

方法の理解、専門用語の習得などの学業関連、語学力

の向上、外国語での研究発表や議論の仕方の向上など

の語学関連、進路や就職についての意識の向上、将来

の方向性をつかむきっかけ、就活における強みの獲得

などの就職関連、さらに困難を自力で乗り越える力量

の向上、海外の人間関係・人脈の向上などであった。

 社会人基礎力に関してもほとんどの項目が上昇し、

主体性、実行力、課題発見力、ストレス・コントロー

ル力、外国人との協働力では短期派遣がショートビジ

ットをはっきりと上回った。 

４ 本調査の目的と方法論 

 先行研究により得られた知見から留学の成果の内容

が明らかになりつつあるが、3～6ヶ月程度（日本の大

学の半期）に当たる語学留学から得られる成果の詳細

については、未だ不明な点が多い。とりわけ、語学学

習への効果以外に関する情報が不足しており、語学留

学の成果の全体像が見えていない。 

 そこで、本調査ではできるだけ広範囲の領域につい

て、学生がどの程度の成果を実感しているかを質問紙

形式で調べることとした。少人数のインタビューや帰

国後の報告書分析から抽出されつつある留学成果を、

より多くの帰国生から集めた質問紙調査で裏付けると

ともに、大規模な多種項目設定型調査で効果があると

されたものについても、その効果の大きさについて「か

なり」「多少」「あまり」などに分類し、それぞれの割

合をパーセンテージで確認することとした。 

 調査領域を決定するにあたり、まずインタビュー分

析や報告書分析などから浮かび上がった成果項目を選

定し、大規模な多種項目設定型調査で選定されている

項目からも、語学留学に関連のありそうなものを選ん

だ。これにより半期の語学留学で得られる成果の全体

像を見たいと思う。成果の全体像が見えることにより、

大学教育における語学留学の教育的意義が明確になり、

留学をカリキュラムに取り入れる際のヒントにもなる。

また、留学の事前・事後教育で行うべき指導内容も見

えてくるはずである。

５ 調査方法 

5.1 調査対象者 

調査対象者は神奈川県の女子大学で 2 年次後期

（2013年8月～2014年3月）に語学留学をした女子

学生61名である。その内、回答が不完全であった2名

を除いた 59 名のデータを分析の対象とした。留学先

の国と留学期間・人数の一覧は表１のとおりである。

当該大学では、2 年次後期の語学留学がカリキュラ

ムの一部になっており、希望者は原則全員留学するこ

とが可能である。出発前に受けた TOEFL ITP®の平

均点は407点で、年齢構成は19～20歳であった。 

表１ 滞在先国と滞在期間・人数

留学先国 滞在期間 人数

アメリカ 4.5～６ヶ月 14 
カナダ 3～６ヶ月 28 
オーストラリア 4～5ヶ月 12 
ドイツ 6ヶ月 1 
フランス 4ヶ月 1 
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韓国 5ヶ月 2 
タイ 4ヶ月 1 

5.2 調査日と手続き 

2 年次後期の語学留学を終え、3 年次前期開始時

（2014 年 4 月）の履修オリエンテーションに参加し

た帰国学生に対し無記名の質問紙を配布し、任意の回

答を依頼した。回答のための時間制限は設けなかった

が、全員が20分以内に回答を終えた。 
質問項目は 5.3 に示すとおりで、質問項目により若

干異なるが、回答者は留学の成果について「大幅に伸

びた」「まあまあ伸びた」「少しだけ伸びた」「あまり伸

びなかった」等の選択肢から該当するものを選び質問

紙に直接マルをつけた。 

5.3 主な質問項目と構成 

(1) 語学力 
・ 語学力が伸びたか（話す力、聴く力、書く力、読

む力、文法知識、生活語彙、アカデミック語彙）

・ 外国語使用に対する抵抗が減ったか

・ 語学学習への意欲が上がったか

(2) 留学先の国および他国の留学生の国に関する知識 
・ 知識が増えたか（地理、政治、経済、歴史、文化、

宗教）

・ 関心が増したか

(3) 異文化理解 
・ 異文化理解の重要性をより強く感じるようになっ

たか

・ 留学先の国および他国留学生の国の人々に対する

イメージが変わったか

・ 自分自身の価値観が変わったか

・ 異文化コミュニケーション・スキルをどの程度実

践できたか（判断の保留とアサーティブ・コミュ

ニケーション）

(4) 日本に関する理解と認識 
・ 日本に関する自分の知識が足りないと思ったか、

学ぶ必要性をより強く感じるか

・ 海外の人が日本・日本人に対して抱くイメージを

掴めたか

・ 日本人の価値観がより鮮明になったか

・ 日本人（日本出身者）としてのアイデンティティ

が増したか

(5) 自己成長 

・ 自己管理能力が上がったか（基本的な家事、健康

管理、安全管理）

・ 自立心が育ったか（親からの精神的自立、人に頼

らず自分で行う力、感情のコントロール、親・保

護者への感謝）

・ 積極性が増したか（新しいこと・苦手なことにも

挑戦する勇気、人を助けようとする意欲・ボラン

ティア精神、自分に対する自信）

・ 自我（自分は自分、人は人）の確立が進んだか

・ 将来への展望が開けたか（自分の興味・将来した

いこと）

(6) その他 
・ 現地の人・他国の留学生とのトラブル（誤解・不

快な経験など）があったか

・ 帰国したいほどつらいと思った時期があったか

・ 留学先の国が「嫌いだ」と思ったことがあったか

・ 自分の身や持ち物への危険を感じたことがあった

か

・ 日本と現地、どちらが自分の性に合っていると思

うか

・ 日本人の友達と他国の友達（現地国の人を含む）

とどちらが多かったか

・ 将来、海外で勉強/仕事をしたいと思うか  

６ 結果と考察 

 結果の分析にあたっては、意識調査である点を考慮

し、留学成果の判定は控え目に行う必要がある。例え

ば、語学力の伸びに関して、回答者は「大幅に伸びた」

「まあまあ伸びた」「少しだけ伸びた」「あまり伸びな

かった」の4つの選択肢から選ぶが、留学中、語学力

がある程度伸びることはある意味当然であり、多くの

回答者が「まあまあ伸びた」以上の選択肢を選ぶこと

が見込まれる。このような場合、「まあまあ伸びた」の

回答を過剰評価しないよう留意する必要がある。留学

先の国に関する知識についても同様のことが言える。

したがって、これら 2 つの分野では、主に「大幅に」

や「かなり」の回答率に着目し、結果を過剰評価しな

いよう留意したい。

6.1 語学力 

 語学留学で語学力が飛躍的に伸びることを夢見る学

生は少なくないが、帰国後の意識調査の結果を見る限
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り、必ずしも学生の期待どおりにはなっていないこと

が分かる。

質問紙では、語学力をいわゆる4技能（話す、聴く、

書く、読む）の力と文法知識、生活語彙、アカデミッ

ク語彙の7つに分類し、留学を通してそれぞれの領域

でどの程度力が伸びたかを「大幅に伸びた」「まあまあ

伸びた」「少しだけ伸びた」「あまり伸びなかった」の

選択肢で判断してもらった。アカデミック語彙と生活

語彙について、それぞれ「教科書や講義で使われる単

語や表現」、「日常生活で使う単語や表現」と簡単な注

釈を入れた以外、それぞれの技能・知識について細か

な説明は与えなかった。したがって、たとえば「話す

力」と言った場合、各調査対象者によりその解釈は若

干異なる点は述べておかねばならない。

結果の詳細は表2のとおりである。先に述べたよう

に、この項目で注目したいのは「大幅に伸びた」の回

答率である。いわゆる4技能（話す、聴く、書く、読

む）を比較すると、聴く力の伸びを感じている学生の

割合が一番多く、「大幅に伸びた」と感じている学生が

55%いる。一方、多くの学生が伸びを期待する話す力

では、大幅な伸びを感じる学生が39%である。この数

値を高いと見るか低いと見るかは微妙であるが、約半

年間の語学留学で話す力が大幅に伸びたと感じる学生

は半分に満たないという結果である。書く力と読む力

に関しては、どちらも20%台で、文法知識についても、

「大幅に増えた」と感じている学生は 20%に留まる。 
この結果は、前述の短期研修における英語力の伸びを

調べた先行研究の結果とほぼ一致する。半年の語学留

学でも傾向は同じであることが分かる。 

 語彙力に関しては、アカデミック語彙の伸びを実感

する学生が多いことが分かる。43%の学生が「大幅に

増えた」と実感している。語学学校の授業で頻繁に使

う語彙・表現であるから、当然と言えよう。一方で、

生活語彙が「大幅に増えた」と感じている学生は18%

に留まる。日常生活を目標言語が話されている環境で

送るのであるから、日々の生活で目にする・耳にする

語彙の習得は高いであろうと予想されるが、必ずしも

そうではないことを示している。

 このことは語彙習得研究における「付随的学習」と

の関連で興味深い。付随的学習（incidental learning）
とは自然なコミュニケーション活動の中で意識的に学

ぼうという意図を伴わずに語彙等を習得することをい

い、主に読解や聴解のプロセスの中で起こることが確

認されている 21, 22)。これらの研究は日常生活を通して

起こる語彙習得を調べたものではないが、留学中の日

常生活で、学生たちがどの程度意識的あるいは付随的

に語彙を習得しているのか調査することは第二言語習

得論の観点から興味深い。

 外国語、すなわち現地の言葉でコミュニケーション

することへの抵抗が減ったかについては、64%の学生

が「抵抗がなくなった」と回答し、34%が「多少抵抗

がなくなった」としている（表省略）。外国語を話すこ

とに抵抗を感じる割合が多いと言われる日本の学生だ

が、目標言語が日常的に使われる環境に置かれれば、

半数以上は抵抗なく話せるようになることを示してい

る。この抵抗感の低減が日本の学校への復帰後も継続

されるかは不明だが、2 週間の豪州語学研修をした高

等専門学校生に関する調査 23)では、英語使用不安と英

語授業不安において、研修直後並びに5か月後にも減

少が見られたと報告されている。

最後に、語学学習への意欲について、75%の学生が

「大幅に増した」、23%が「まあまあ増した」と回答し

ている。学生を留学に送り出す教育機関にとって、増

進されたこの学習意欲をどのように帰国後の学びにつ

なげていくかが大きな課題である。その際、学習者の

動機がどこから生まれ、どのように維持され、どのよ

うに減少していくのか、動機づけのモデル 24)等に照ら

して分析することが有効である。そのためには、個々

表2 語学力の伸びについて

話す力 聴く力 書く力 読む力 文法知識 生活語彙 アカデミ

ック語彙

大幅に伸びた 39% 55% 27% 23% 20% 18% 43% 

まあまあ伸びた 45% 41% 52% 55% 61% 52% 52% 

少しだけ伸びた 13% 4% 20% 20% 18% 25% 5% 
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あまり伸びなかった 4% 0% 2% 2% 2% 5% 0% 

の学習者の動機づけ（motivation）について詳しく調

べる調査が必要となろう。

6.2 留学先の国に関する知識（地域研究） 

 留学を国際教育・海外事情教育と捉えた場合、留学

によって留学先の国に関する知識や興味がどの程度増

すのかを知ることは非常に重要である。しかし、この

点に関して詳しく調べた研究は不足している。

 本調査では留学先の国に関する知識として、地理、

政治、経済、歴史、文化、宗教の6分野について尋ね

た。また、各国の留学生がクラスメートであるという

語学留学特有の環境を鑑み、他国に関する知識が増え

たかについても尋ねた。調査対象となる大学生は地域

研究を含む社会科学系の分野を専攻する学生であるた

め、自身の専門分野の知識の増幅を判断しながら回答

したと考えらえる。結果の詳細は表3のとおりである。 

 語学同様、「かなり知識が増した」の回答率を中心に

見ると、留学先の国に関する知識として明確に増幅を

実感しているのは「文化」についてである。半数の学

生が「かなり知識が増した」と回答している。「文化」

はもちろん日々の生活習慣、価値観等多岐にわたる。

生活習慣に慣れるだけでも「知識が増した」と言うこ

とも可能であるから、高い割合は当然と言えるかもし

れない。 

一方、地理と宗教はともに20%台であり、政治、経

済、歴史に至っては10%前後と低い。特に政治と経済

では知識量が留学前と「あまり変わらない」が45～6%、 
歴史では30%、宗教では25%である。このことは半年

間、語学学校に通うだけでは文化以外の知識について

さほど大きな学びが得られない可能性を示している。

これらの分野の学びを増やすためには積極的な教育的

介入が必要なのかもしれない。

 そんな中、注目すべきは留学先以外の国に関する知

識である。41%が「かなり増加した」と回答している。

語学学校には世界各国から留学生が集まり、授業では

互いの国について教え合う内容が含まれるのが一般的

である。また、放課後や週末に留学生同士が出かけた

りすることも珍しくない。ホームステイ先で他国の留

学生と同居する場合もある。したがって、日本人学生

がこうした交流を通して他国の事情を知る機会は多く、

他国の知識が増したと実感することはうなずける。

 一方、留学先の国について関心が増したかについて

は、知識の増幅の場合より相対的に高くなっている（表

4）。地理と文化については、半数の学生が「かなり関

心が増した」と答えている。ただし、それ以外の分野

では16～27%に留まる。関心の度合いが留学前と「あ

まり変わらない」と答えた学生も政治、経済、歴史、

宗教ともに30～36%いる。学生のもともとの興味の度

合いにも影響されるが、今回調査対象となった学生に

とって、政治、経済、歴史、宗教といった分野への興

味は、現地で語学学校に通うだけでは大きく増幅され

ないことが分かる。

表3 留学先の国の知識

地理 政治 経済 歴史 文化 宗教 他国

かなり知識が増した 26.79% 8.93% 12.50% 8.93% 50.00% 23.21% 41.07%

多少知識が増した 64.29% 46.43% 41.07% 60.71% 46.43% 51.79% 53.57%

あまり変わらない 8.93% 44.64% 46.43% 30.36% 3.57% 25.00% 5.36% 

表4 留学先の国への関心

地理 政治 経済 歴史 文化 宗教 他国 

かなり関心が増した 50% 20% 16% 27% 52% 21% 63% 

多少関心が増した 39% 48% 46% 43% 41% 46% 36% 

あまり変わらない 7% 30% 36% 30% 7% 32% 2% 

多少関心が薄れた 4% 2% 2% 0% 0% 0% 0% 
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かなり関心が薄れた 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

 最後に、他国の留学生の国に対する関心は、知識同

様、留学前より高くなっていることが分かる。「かなり

増した」が63%であり、「あまり変わらない」も2%と

極めて少ない。留学先の国や言語について学ぶことが

留学の大きな目的であると捉えられることが多いが、

少なくとも語学留学のように他国の留学生が大勢いる

環境では、他国に関する知識や関心も増幅するという

効果があることが分かる。具体的にどのような経験を

通して、どのような知識が増えたのか、さらなる調査

が必要であるが、様々な国について理解を深めるとい

う国際教育の観点から、この点は大いに注目に値する。 

6.3 異文化理解 

 語学力や学問・学術的学びに並んで留学の成果とし

て期待されるものは異文化理解である。ここでは、主

に次の4つの領域について調査した。 
①異文化理解の必要性に関する認識

・ 以前より強く感じるか

・ 今後、異文化理解について授業を履修したいか

②海外の人々（留学先の国及び留学生の国）に対する

イメージの変化

③自分自身の価値観の変化

④異文化コミュニケーション・スキルの実践

・ 判断の保留（エポケー）

・ アサーティブ・コミュニケーション

 まず、異文化理解能力を身につけることの必要性に

ついて、以前よりも強く感じるか、また、その意欲の

表れとして、帰国後に異文化理解に関する授業を履修

したいと思うかについて尋ねた。

80%の学生が異文化理解能力を身につけることの重

要性を留学前よりも「強く感じる」と回答している。

また、関連授業の履修に関しても約48%の学生が「絶

対に取りたい」と答え、「できれば取りたい」と合わせ

ると94%の学生が帰国後、授業で異文化理解を学ぶ意

欲を示している（表省略）。留学が異文化理解の必要性

とそれを学ぶ意欲を大きく増進していることが分かる。 
 次に、留学先の国の人々に対するイメージと留学先

で出合った留学生の国の人々に対するイメージが変わ

ったかについて尋ねた。

留学先の国の人々については、14%の学生が「がら

りと変わった」と答え、「かなり変わった」を合わせる

とおよそ 48%の学生がイメージに大きな変化があっ

たと答えている。１か月の英語研修に参加した大学生

に対する質問紙調査をした徳井の調査 25)でも、帰国後

にアメリカ人へのイメージが肯定的なものに変わった、

国や民族という括りではなく、より個人として見るよ

うになったなどの変化が報告されている。

 さらに、現地で出合った留学生たちの国の人々に対

するイメージもかなり変化している。「がらりと変わっ

た」と答えた学生は約23%、「かなり変わった」と合わ

せて73%である。このことからも語学留学が留学先の

国の国民だけでなく、他国の留学生の国の国民につい

ても学ぶ良い機会となっていることが分かる。

 次に留学によって自分自身の価値観がどの程度変わ

ったかについて見ていく。自分自身の価値観が「がら

りと変わった」と回答したのは 20%。「かなり変わっ

た」を合わせて70%であり、留学が人の価値観に与え

る影響の大きさを示している。

 最後に、異文化コミュニケーション・スキルを留学

先でどの程度実践できたかについて尋ねた。異文化コ

ミュニケーション・スキルには様々なものが存在する

が、ここではその中から調査対象者が留学前の準備学

習で学んだ２つ、「判断の保留」と「アサーティブ・コ

ミュニケーション」について現地でどの程度実践でき

たか尋ねた。

 判断の保留とはエポケーとも呼ばれ、十分な情報が

得られるまで早急な判断や決めつけを控えるという態

度のことを言う 26)。アサーティブ・コミュニケーショ

ンとは「相手を尊重しながら自分の考えや気持ち、権

利について適切に主張するコミュニケーションの方法」

27)である。アサーティブ・コミュニケーションを含む

異文化間ソーシャルスキルは一部の教育機関の留学準

備講座でも取り上げられてきている 28)。本調査では、

これらが実際にどの程度身についたかを測るものでは

なく、どれくらい実践できたと本人が認識しているか

を調査している。
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判断の保留を「十分にできた」と感じているのは約

36%、「ある程度できた」は 55%である。アサーティ

ブ・コミュニケーションについては「十分できた」は

29%、「ある程度できた」は63%であった。微妙な割合

で評価が難しいが、現地で直接的な教育的介入ができ

ればさらに効果が上がると思われる領域である。

6.4 自国（日本）に対する理解度と認識 

 日本を離れ、異国で留学生活を送ることで日本を外

から眺め、自国の社会や文化、価値観などを相対化し、

より客観的な理解ができるようになるものだろうか。

語学学校の授業やホームステイ先等では日本に関して

頻繁に質問を受けるため、自身の日本に関する知識の

少なさを実感する機会も多いと予想される。 

 まず、日本に関する質問をどの程度受けたかについ

て、14%の学生が「ほぼ毎日」と回答、32%が「週に

4・5回」、52%が「週1・2回」と答えている。大まか

な数字ではあるものの、日本に関する質問は留学期間

全体ではかなりの数受けていると考えられる。これだ

けの質問を受ける中で、自身の日本に関する知識につ

いてどのように感じたのか、また、日本について知る

必要性についてどう考えているのか尋ねた。

47%の学生が自分の知識が「かなり足りない」と感

じており、「多少足りない」と合わせると 94%の学生

が日本に関する知識の足りなさを実感したことが分か

る。また、日本について学ぶことの必要性については、

77%の学生が留学前より「ずっと強く感じる」と答え、

「以前より少し感じる」と合わせて97%に上る。この

ことから、語学留学が自国に関する知識の少なさを意

識させ、自国について学ぶことの必要性を認識させる

ための有効な手段になることが分かる。

 次に、海外生活によって海外の人が抱く日本のイメ

ージがつかめたか尋ねた。「かなり分かるようになった」

と答えた学生は 29%で、「多少分かるようになった」

は70%であった。程度の差はあるものの、海外から見

た日本のイメージはある程度わかるようになるようだ。 
 日本人の価値観に関してどの程度鮮明になったかに

ついては、「かなり鮮明になった」と答えた学生は23%。

「多少鮮明になった」は71%である。価値観が異なる

他国の留学生やホストファミリーなどと付き合う中で

自分自身の価値観との相違に気づき、自分の価値観を

相対化するきっかけになったことを示している。

 バイラムの異文化間コミュニケーション・モデル 29)

では、他文化の人から見た自国のイメージや自分自身

の価値観に気づくことが異文化理解のための重要な条

件の一つとなっている。自分自身のことを知って初め

て、自分を相手と相対化できるようになり、お互いと

お互いの文化を客観的に捉えることができるようにな

る。その意味で、日本理解は異文化理解と一体をなし

ていると言える。

 最後に、日本人・日本出身者としてのアイデンティ

ティの増減について尋ねた。29%が「かなり増した」、

48%が「多少増した」と回答している一方、「変わらな

い」が14%、「全くなくなった」が9%いる。海外生活

で自分が日本人であることを意識する学生が多かった

一方、地球市民的な観点からあえて日本人としてのア

イデンティティを弱くした学生もいたようだ。

6.5 自己成長 

 青年期に半年間海外で留学生活を送ると、どの程度

の自己成長が得られるのか。自己管理能力、自立心、

積極性、アイデンティティ、将来への展望の5つの領

域で調査した。

6.5.1 自己管理能力 

 調査対象者の滞在先はホームステイまたは大学寮で

ある。いずれの形態でも学生は一人暮らしとほぼ同様

の状況で生活することになる。そのような状況下で自

己管理能力はどの程度向上するのだろうか。

 結果は、掃除・洗濯・料理などの基本的な家事をこ

なす力が「かなり向上した」と答えた学生が75%、「多

少向上した」が23%だった。また、食事・睡眠・運動

などに留意し自己の健康管理をする力が「かなり向上

した」と答えた学生が30%、「多少向上した」は53%
いた。さらに日本と異なる治安下で安全への配慮をす

る力が「かなり向上した」と答えた学生は52%、「多少

向上した」は29%だった。一人暮らしを経験したこと

がない多くの学生にとって、留学は自己管理能力をつ

ける良い機会になっていることが分かる。 

6.5.2 自立心 

 留学した学生は自立心が育ち、たくましくなって帰

ってくるという印象は留学教育に携わる教職員は常に
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実感しているところである。帰国した学生自身は自己

の成長についてどのように感じているのだろうか。

 親からの精神的自立が「かなり増した」と回答した

学生は46%で、「多少増した」は41%であった。また、

できるだけ人に頼らず、自分のことは自分でする力が

「かなり向上した」と感じる学生は 50%、「多少向上

した」は41%である。半年の留学であっても自立心が

育っていることが分かる。また、怒りやフラストレー

ション、落胆などの感情をコントロールする力につい

ては32%の学生が「かなり向上した」と答え、44%が

「多少向上した」と答えている。一方、「あまり変わら

ない」と答えている学生も23%いた。学生は異文化に

おいて様々な不都合や衝突を経験していると思われる

が、その割には感情をコントロールする力が「かなり

向上した」学生の割合が多くなかったように思われる。

このような力は半年程度では身につくものではないと

いうことかもしれない。

 一方、自己の自立心の向上とともに、親・保護者へ

の感謝の気持ちは確実に増している。88%の学生が「か

なり増した」と回答している。帰国後の報告書で親へ

の感謝を述べる学生が少なくないが、普段実家暮らし

の学生にとっては、一人暮らしをして初めて今までど

れほど親に頼っていたかが分かるようだ。 

6.5.3 積極性 

 海外という異なる環境で自立的な生活を送ると、物

事に対する積極性も増すのだろうか。回答結果を見る

と、積極性も概ね増していることが分かる。新しいこ

とや苦手なことにも挑戦する勇気が「かなり増した」

と回答した学生は46%で、「多少増した」も46%であ

る。人を助けようとする意欲やボランティア精神が「か

なり増した」と回答した学生は45%、「多少増した」は

48%いた。前向きに物事に取り組もうとする意欲は半

年でも増すことが分かる。一方で、自分に対する自信

について「かなり増した」と答えたのは27%に留まり、

「多少増した」が60%だった。

6.5.4 自我 

 いまだ自己発見の途上にある青年期に海外で生活す

ることは自我の確立に影響を及ぼすのか。学生は日本

にいれば、自我の確立は日本社会の枠組みの中で行わ

れることになる。しかし、海外に出ればその枠組みが

外れ、より多様性に富んだ環境の中で自我を考えるこ

とになる。そのことが自我（自分は自分、人は人）の

確立を促進するのだろうか。中川30)は新井31)を引用し

ながら日本人のアイデンティティは西洋人の自我（内

面的一貫性）とは異なり、他者との関係性によって規

定されやすいと述べている。異国で日本人とのしがら

みをある程度解かれ、他国の留学生たちと、より自立

的な生活を送るなかで、「人は人、私は私」という自

我の確立は進むのだろうか。

この質問では43%の学生が自我の確立が「かなり進

んだ」と回答している。「多少進んだ」は 48%であっ

た。今まで他の日本人との比較において自分はこうで

ある、あるいは、こうでなくてはならないと考えてい

た学生も、海外で多様な人々と交流する中で必ずしも

そうした型にとらわれない自分を発見できるのかもし

れない。 

6.5.5 将来への展望 

最後に留学が将来の展望にどう影響するのかを見る。

いわゆる「自分探し」のために海外に出るという話を

よく耳にするが、半年の語学留学で自分の興味や将来

したいことが明確になるのだろうか。自分の興味や将

来したいことが明確になったかという問いに対し、今

回の調査では、21%の学生が留学前より「ずっと明確

になった」と答えている。「多少明確になった」の63%
を合わせると84%である。具体的な内容は分からない

が、半年の留学生活でも自分の興味や将来したいこと

がある程度は明確になるようである。 

6.6 その他 

 質問紙の最後では、留学成果の分析の参考にするた

め留学中の経験や心理状態、将来海外で働きたいか等

について尋ねた。異文化理解および自己成長の項目と

の相関関係を予期して設けた質問項目であったが、相

関関係は認められなかったため、回答結果のみ報告し

たい。

 まず、留学先での不快な経験について尋ねた。現地

の人や他国の留学生とのトラブル（誤解や不快な経験）

がどの程度あったかについて、2%の学生が「頻繁にあ

った」、32%が「ときどきあった」、43%が「あまりな
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かった」、23%が「全くなかった」と答えている。帰

国したいほどつらいと思った時期が「頻繁にあった」

学生は2%、「ときどきあった」学生は25%、「あま

りなかった」は39%、「全くなかった」は34%であっ

た。また、留学先の国が嫌いだと思ったことが「頻繁

にあ った」学生は2%、「ときどきあった」は11%、

「あまりなかった」は39%、「全くなかった」は48%
いた。  留学に不快な経験やつらい思いはつきものと予想さ

れたが、半年の語学留学ではさほど頻繁にあったわけ

ではないようだ。しかしながら、四人に一人が帰国し

たいほどつらいと思ったことがあるという事実は注目

に値する。留学先の国が嫌いだと思った割合がさほど

多くないところを見ると、つらい思いの原因は必ずし

も留学先の国や人々に対する嫌悪感ではないのかもし

れない。ホームシックやカルチャーショック等が関係

していると想像されるが、具体的な要因については詳

しい調査が必要である。

 さらに、自分の身や持ち物への危険を感じたことが

あったか尋ねた。「頻繁にあった」学生は2%、「ときど

きあった」学生は16%、「あまりなかった」は47%、

「全くなかった」は34%だった。8割以上の学生が大

きな危険を感じることがなかったという結果であるが、

2 割近くの学生がときどき以上の危険を感じたという

点は、学生を送り出す留学機関としては認識しておく

必要がある[2]。

 滞在先の国への適応具合は時間とともに変化すると

いうことはカルチャーショックのＵカーブ 32)からも

よく知られていることだが、半年の滞在ではどの程度

適応が進むのだろう。ここでは適応の一つの物差とし

て日本と現地と、どちらが自分の性に合っていると思

うかを尋ねた。その結果、34%の学生が日本と答える

反面、20%の学生が現地と答えた。一方、「どちらとも

言えない」は46%いた。海外志向の強い学生が留学す

るケースが多いことを考えると「現地」を選んだ学生

が2割しかいないのは若干意外である。 
 留学先での交友関係については、日本人と他国の友

達（他国の留学生と現地国の人）のどちらが多かった

かを尋ねた。「どちらも同じくらい」が 59%で一番多

く、「他国・現地の人」が29%、「日本人」と答えたの

は13%と少なかった。意識的に様々な国の人と付き合

うようにしたことの表れかもしれない。

最後に将来また海外で勉強または仕事をしたいか尋

ねた。今回の留学で各自の海外志向に変化があったか

を知るためである。結果は概ねポジティブである。再

び海外で勉強したいかについて、「絶対したい」が36%、

「できればしたい」と合わせて89%に達する。仕事に

ついては、「絶対にしたい」が21%、「できればしたい」

を合わせて73%である。海外で勉強・仕事をしたいと

いう意味での海外志向は半年の留学後も健在であるこ

とが分かる。 

７ 総括 

7.1 調査結果の意義 

 今回の調査で半年間の語学留学の成果が語学の習得

や異文化理解促進に留まらず、留学先の国に関する学

び（地域研究）や日本理解、学習意欲の増進、自己成

長など広範囲にわたっていることを確認できた。また、

そのそれぞれについて、学びの度合いが異なることも

確認できた。語学学習中心と思われる語学留学でもそ

れ以外の成果も実現させることができる可能性を含ん

でいることが分かる。ただし、いくつかの項目につい

ては留学前あるいは留学中に積極的な教育的介入が必

要と思われるものもある。たとえば、今回の調査では

留学先の国の政治、経済、歴史などの知識はその国に

住み、語学学校に通うだけでは十分に実感できるほど

の学びが得られないことが分かった。実感が伴わずと

も、習得が進んだ知識もおそらくあるであろうが、こ

うした分野の学びを留学成果として特に重視する場合

は、留学前に関連科目の履修をさせ、現地でリサーチ

を行う課題を与えるなど積極的な教育的介入が必要と

なろう。 

 グローバル人材の育成を標ぼうする高等教育機関は

数多くあるが、その教育の目指すべき目標には、語学

力や異文化理解能力の獲得に加え、（外国語による）専

門知識の獲得、自国に関する知識や理解の促進、主体

性や実行力、忍耐力やチャレンジ精神などの人格的素

養の育成なども含まれるはずである。経済・産業界か

らも「既成概念に捉われず、チャレンジ精神を持ち続

ける」力や「海外との文化、価値観の差に興味・関心

を持ち、柔軟に対応」できる素養が求められている 33)。

今後、大学がこうした社会の要請に応えていくのであ

れば、このような素養や能力の獲得を含めた成果を留

学にも求めなくてはならない。すなわち、留学で得ら
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れる成果も全人教育的視点で捉えることが重要となっ

ていると言えよう。語学留学は語学の習得以外にもこ

うした素養や能力を身につけさせるのに有効な手段と

なりえよう。 

7.2 課題と今後の展望 

 本研究は、語学留学から帰国した学生が留学で得ら

れた成果について自己診断を行った、いわゆる意識調

査である。すなわち帰国生本人の主観的印象に基づく

調査である。したがって、帰国生の意識・実感が客観

的な事実と必ずしも一致しているとは限らないという

弱点がある。すべての意識調査に共通の問題ではある

が、その点を申し述べておかねばならない。特に語学

力や地域研究における学びの成果については、曖昧さ

が拭えない。しかしながら、学生の興味ややる気の増

減等を確認するのには有効であり、また、語学留学に

よる成果の全体像を見るのには有効な手段であったと

言えよう。 

今回確認した留学成果の全体像を大きな枠組みとし、

すでにある先行研究によるデータを再整理し、不足し

ているデータについては更に収集していく必要がある。

また、今回、大きな学びがあったと回答された項目に

ついても、より詳細を明らかにし、また大きな学びが

見られなかった部分については、なぜそうだったのか

詳しく調べていく必要がある。たとえば、語学力の伸

びについて、生活語彙の習得が思ったほど進まないと

したら、その理由は何なのか。他国の留学生の国に関

する知識が増えたという場合、具体的にどのような知

識が増えたのか。また、どのような経緯でその知識を

得たのかなど、それぞれの項目について詳細を明らか

にするための調査が必要である。さらに、調査で得ら

れたデータを第二言語習得論や異文化間コミュニケー

ション・モデル 34)等の理論に当てはめ、理論的な立場

から考察する必要がある[3]。 

 最後に、この調査結果を参考に、各教育機関で実施

されている語学留学がカリキュラムで意図した学びを

実現しているかを確認する機会となれば幸いである。 

注

[1] 学部留学とは大学の学部課程で主に現地の大学生

と同じ科目を履修する留学形態を指すものとする。

ただし、語学力の足りない学生は一部語学科目を履

修するケースも少なくない。

[2] 自分の身や持ち物に対する危険を「頻繁に」または

「ときどき」感じた学生の留学先は、ヴィクトリア

（カナダ）、ヴァンクーバー（カナダ）、サンディエゴ

（アメリカ）、ユージーン（アメリカ）、ニューカッス

ル（オーストラリア）、パリ（フランス）であった。

ただし、これらの都市に留学した学生でも全く危険

を感じなかった学生も大勢いる。

[3] 査読者の方のご指摘に感謝いたします。 
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実践報告 

グローバル化に向けた大学英語教育への提案 
(グローバルコミュニケーションツールとしての英語) 

斎藤 裕紀恵A

Suggestion to University English Education towards 
Globalization 

(English as a Tool for Global Communication) 

Yukie SAITO A

Abstract: Because of the rapid pace of globalization today, universities in Japan have 
been expected to change English education and to offer courses where students can 
acquire English as a tool for global communication. Though the importance of learning 
English as a tool for global communication has been emphasized, there is usually no 
clear guidance from university administration about content and methods for teaching 
English classes in a way that reflects the importance of globalization. Based on the 
concepts of English as a lingua franca, English as an international language, and the 
Common European Framework of Reference for Languages (CEFR), I defined English 
as a tool for global communication: First, as having the English ability to think 
critically and objectively and to convey thoughts and ideas in an organized manner 
through pair work, discussion, and presentation. Secondly, as having English ability to 
understand other people and other cultures and to understand and convey our own 
cultures. With the reference to the European Language Portfolio (ELP) and self-
regulated learning theory, a portfolio was designed to help university students to 
acquire English as a tool for global communication. Pedagogical implications to teach 
English as a tool for global communication will be also addressed.  
Keywords: globalization, global communication, CEFR, Language Portfolio, 
presentation 

１ グローバル化に向けた英語教育の再考

急速に進むグローバル化の波を受け、日本の大学英

語教育も、時代に沿った英語教育の提供が求められて

いる。また大学の英語教育を通じて、学生が将来グロ

ーバルな舞台で、英語をコミュニケーションツールと

して使用できる英語力を身に付けることも期待されて

いる。それに伴い、大学英語教育は英語をグローバル

コミュニケーションツールとして使用するためにどの

ようなスキルが必要であるかを考慮に入れて、カリキ

ュラム、シラバス、目標を変更することが今後、必要

になってくるのではないだろうか。現在、英語をグロ

ーバルコミュニケーションツールとして使えるために

A:早稲田大学文学学術院 

は何をどのように教えるべきかについて明確な指針が

ない。しかしながらグローバル化が進む現在、大学英

語教育においてグローバル化に対応して、何をどのよ

うに教えるべきかについて具体的指針が必要とされて

いるのではないだろうか。

1.1 グローバル人材とは？

グローバル人材に関しては様々な定義がされている

が、文部科学省はグローバル人材を以下の３つの要素

を持つ人材として定義している。要素Ⅰは 語学力・コ

ミュニケーション能力、要素Ⅱは主体性、積極性、チ

ャレンジ精神、協調性、柔軟性、責任感、使命感、要

素Ⅲは異文化に対する理解と日本人としてのアイデン

ティティーである。またさらにグローバル人材として
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求められる力として課題発見・解決能力、チーム

ワークとリーダーシップ力等を掲げている 1)。文部

科学省が掲げるこのような力の育成も、英語教育に

今後必要になっていくと考えられる。

 現在、国際バカロレアが日本の英語教育に影響を与

えつつあるが、国際バカロレアは 10 の学習者像とし

て、探求する人、知識のある人、考える人、コミュニ

ケーションができる人、信念をもつ人、心を開く人、

思いやりのある人、挑戦する人、バランスのとれた人、

振り返りができる人を掲げている 2)。この10の学習者

像は、グローバル人材の定義をする際に、またグロー

バルコミュニケーションツールとしての英語教育を定

義する際に参考になりうるだろう。

1.2 国際共通語としての英語教育 

近年、グローバル化が進む中で、コミュニケーショ

ンツールとしての英語の必要性がますます高まってい

る。また英語教育でも英語を国際共通語として教える

という動きが高まっている。 

例えば Kachru(1992)による World Englishes の概

念ではThree Concentric Circleというモデル を用い

て世界の様々な英語を説明している。このモデルでは

言語の広がり方や習得のなされ方を英語がもともと母

語として話されている Inner Circle、英語が母語とし

て話されている場所、英語がインドやフィリピンのよ

うに植民地化の結果話されているOuter Circle、日本

のように英語が外国語学習の結果学ばれている

Expanding Circle で区分している 3)。Kachruによる

と現在話されている英語の約８０%が非言語話者によ

るものである。 KachruはExpanding Circleの国々

では英語の必要性が高くないと述べているが、

Graddol(1997)は Expanding Circle の多くの国々で、

英語は国内でまた国際コミュニケーションのために必

要であると述べている 4)。日本でも、ビジネス業界の

楽天やユニクロの英語公用語政策を一例として、グロ

ーバル化に向けて国内においても英語の必要性がます

ます高まっている 5)。 

また Jenkins(2009)は異なった言語文化背景を持つ

人々の間の共通言語としての英語English as a lingua 
franca の重要性を語っているが、Graddol(1997)同様

に英語がKachru(1992)のThree Concentric Circleモ
デルの Inner Circle や Outer Circle の人々よりも、

Expanding Circle の非母国語話者間でより使われる

ようになっていると述べている 6)。

また別の定義として English as an international 
language の定義がある。Smith(1976) はEnglish as 
an international language としての英語を国際的に

最も頻繁に使用される言語であり、異なった国からの

人々が互いにコミュニケーションをするために使用さ

れるための、また外国人と文化の説明や議論するため

に使用される国際言語であると定義している 7)。また

McKay も同様に英語の主な役割が、もはや Inner 
Circle の文化を繋げるものではなく、自分の考えや文

化を伝えることを可能にすることにあるとしている8) 。

このように異文化理解の重要な国際言語としての英語

の必要性がますます高まってきている。

現在、世界で幅広く活用されているヨーロッパ言語

共通枠参照枠（CEFR: The Common European 
Framework of Reference for Languages）は複言語主

義と複文化主義の概念に基づいている。複言語能力と

複文化能力はコミュニケーションの目的のために言語

を使用する能力であり、いくつかの言語といくつかの

文化的経験を持つ人が、異文化交流に参加できる能力

であると定義されている 9)。CEFR で提唱されている

ように言語を学ぶ重要な目的の一つは背後にある文化

理解であり、英語教育においても、英語を学びながら

も、多文化理解を深める機会を提供することが大切で

あろう。

1.3  グローバルコミュニケーションツールとしての

英語の定義 

 現在、大学英語教育においてもグローバルコミュニ

ケーションツールのために英語が必須であると幅広く

認識されているが、明確な定義が提示されていない。

しかしながら、グローバル化に向けた大学英語教育を

再考するためには、英語をグローバルコミュニケーシ

ョンツールとして教えるための明確な定義が重要であ

ると考えられる。筆者は、文部科学省のグローバル人

材定義、国際バカロレアの10の学習者像、English as 
a lingua franca, English as an international 
language, CEFRを参考にグローバルコミュニケーシ

ョンツールとしての英語を以下に定義する。 

First, as having the English ability to think 
critically and objectively and to convey thoughts 
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and ideas in an organized manner through pair 
work, discussion, and presentation. Secondly, as 
having English ability to understand other 
people and other cultures and to understand 
and convey our own cultures.  
批判的、客観的に考え、ペアやグループワーク、

ディスカッション、そしてプレゼンテーションを

通して、系統立てて、考えや意見を述べることが

できる英語力であり、また他国の人々や文化を理

解して、自国の文化を理解し伝えることができる

英語力。

２  グローバル化に向けた英語学習者育成

CEFR で述べられているように言語学習のねらい

は、学生をよき言語学習者になるようにし、言語学習

を生涯続けていくことができるようにすることである

(モロウ，2004)10)。上記で提示した英語をグローバル

コミュニケーションとして学ぶ際の目標をより効果的

に達成するためには、学習者がよりよき学習者になる

ことが求められる。

2.1  Zimmerman の自己調整学習理論 
自己調整学習とは学習者が内的能力を学力に変える

自己指示プロセスであり、教育の主な目的の一つは生

涯学習の育成である為, 自己調整学習は重要である

(Zimmerman, 2002)。 

図１ 自己調整学習の周期的過程

図１が示すように、まず予見段階では学習を始める前

に目標設定を行い、その目標に従ってその目標を達成

するためのストラテジーを選択する。また同時に自分

が目標を達成することが可能だという高い自己効力感

をもつことが効果的であると言われている。次の遂行

コントロールの段階では学習を進める中で、予見段階

では設定した学習ストラテジーや学習を調整し、観察

を行う。最後の自己省察の段階では学習の取り組みの

自己評価や、成功や失敗の原因の考察を行う。自己調

整学習ではこの自己省察の段階でされた自己評価が次

の予見段階では生かされるという周期的過程になって

いるが、この周期的過程を取り入れることによって、

より効果的な学習が行われると考えられている 11)。

2.2 ヨーロッパ言語ポートフォリオ

ヨーロッパ言語ポートフォリオは CEFR の複言語

主義、複文化主義に基づいて、作成されているもので

あり、学習者の自律性を伸ばし、言語習得のプロセス

や、異文化理解の経験についての記録をつけるための

ものである 9)。ヨーロッパ言語ポートフォリオには前

述した Zimmerman(2002)の自己調整学習サイクルが

反映されている。

ヨーロッパ言語ポートフォリオには、複言語と複文

化体験を記す言語パスポート(Language Passport)、
言語学習履歴や学習目標、自己評価などを記す言語バ

イオグラフィ（Language Biography）、学習記録を保

存する資料集（Dossier）から構成されている(レンツ, 
2004) 12)。 

３  コース概要とポートフォリオの起草

筆者は大学一年生の総合英語クラスで、上記で定義

したグローバルコミュニケーションツールとしての英

語を指導する際に使用するポートフォリオを起草した。

ポートフォリオを起草の際には、上記でグローバルコ

ミュニケーションツールとしての英語の定義をした際

に参考にした文献とともに、Zimmerman(2002)の自

己調整学理論と CEFR のヨーロッパ言語ポートフォ

リオも参考にした。

大学１年の半期の総合英語クラスで使用されるポー

トフォリオにはコースの目標、このコースで学びの過

Performance 
Phase  

Self-Control  
Self-Observation 

Forethought 
Phase 

Task Analysis 
Self-Motivation 

Self-Reflection 
Phase 

Self-Judgment 
Self-Reaction

出典：Zimmerman(2002)
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程を記録に留めることができる言語バイオグラフィと、

具体的にライティング等の記録を留めることができる

資料集を含んでいる。言語バイオグラフィには学生が

一回の授業後に、学びを振り返るための振り返りの箇

所を加えている。

3.1  コース概要と受講生

この大学一年生の総合英語のクラスは半期 15 回の

クラスで、授業は基本、英語で行われることになって

いる。同コースでは学部内で統一のシラバスに掲げら

れた目標に沿って授業を行うことになっているが、指

定された教材はなく、各クラスの内容は担当講師の采

配に任させられている部分が多い。筆者自身は初年度

には中上級用の ELT テキストを使用したが、テキス

トの内容が十分でないと考え、英語をグローバルコミ

ュニケーションツールとして使えることができるよう

になるためのテキストとコースの必要性を感じていた。

そのため、今期はテキストを使用せず、以下で説明を

するポートフォリオを使用することとした。

筆者が担当したこのコースでは男子13名と女子17
名の合計 30 名の学生が在籍していた。帰国子女はい

ないが、難関校の一つであるこの大学では授業開始直

後、学生の読み、書きのレベルが相対的に高い印象を

持った。ただ話す力に関しては学生間にばらつきがあ

るのが見受けられた。しかしながら英語で行われた 1
回目のクラスで、ほとんどの学生が英語の話す力には

差異があるものの、積極的にコミュニケーションを取

ろうとする姿勢が見られた。

3.2 コースの目的

この総合英語の目標として、学生が中級レベルの英

語を聞いて、話されている内容を理解し、小グループ

での英語のディスカッションに参加できること、ディ

スカッションの結果をレポートできること、英語でプ

レゼンテーションができることが挙げられている。

この目標に、上記で掲げたグローバルコミュニケー

ションツールとしての英語の力を伸ばすことを目標と

して加えている。 追加されたこのコースの目標は批判

的、客観的に考え、ペアやグループワーク、ディスカ

ッション、そしてプレゼンテーションを通して、系統

立てて、考えや意見を述べることができる英語力、ま

た他国の文化を理解して、自国の文化を理解し伝える

英語力を伸ばすことである。

このコースの目標を達成するため、教室内でもイン

ターネットを使用しての情報のシェアや、プレゼンテ

ーションの参考のためにスティーブ・ジョブズやマラ

ラ・ユスフザイのスピーチの利用等、教室内の視覚設

備が積極的に使用された。

3.3 コースポートフォリオの起草 

3.3.1 コースシラバス

 ヨーロッパ言語ポートフォリオの言語学習履歴や言

語バイオグラフィを参照し、上記に掲げたこのコース

の目標をポートフォリオの最初に明記し、コースの最

初に授業で説明するだけでなく、学生がいつでも確認

できるようにした。このようにコースの目標をポート

フォリオに記載することによって、自分自身が何をこ

れから学び、何を達成していくことが必要であるかを

個々で確認できるが、これは自己調整学習の周期サイ

クルをポートフォリオに取り入れた一例である。

次に半期の総合英語コースで網羅する内容を記載し

たコースシラバスを紹介する。半期のこの授業では表

１にあるように、まず自分自身のことや家族や友人に

ついてなど学生が馴染みのあるトピックから始まり、

学期の終わりには、英語で問題解決プレゼンテーショ

ンができることを目標としている。最初の授業ではこ

のコースシラバスを参考にして、具体的な課題、例え

ばプレゼンテーションの内容等の説明がされた。

表1 コースシラバス

Lesson Contents 
1 Orientation, Self-Introduction, 

Introduction to Presentations 
2 Family and Friends 
3 Family and Friends 
4 Individual Presentation (What I have 

been most concerned about) 
5 Individual Presentation (What I have 

been most concerned about) 
6 News in Japan 
7 Social Issues in Japan 
8 Cultures in Japan 
9 A group presentation about news, 
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social issues, and cultures in Japan 
10 Cultures in the World 
11 News in the World 
12 Various Issues the World is facing 
13 Review & Preparation of Group 

Presentation 
14 Review & Preparation of Group 

Presentation 
15 Group Presentation 

大学一年生の4月からのクラスでは、まだ英語で行わ

れる英語の授業を受講することに慣れてない学生が多

いので、最初は、ペアワークによる Q&A を通して、

お互いを知ることから始める。例えば、お互いを知る

ための質問文をペアワークで作成して、新しいパート

ナの学生にそのできた質問をする。その後、質問した

内容に基づいて、クラスメートについてパラグラフラ

イティングを行い、翌週にはパラグラフライティング

で書いた内容の要約を、他の学生に口頭でレポートす

るというタスクを取り入れている。

このコースではまた日本と同様に他国の人々、日本

や世界の時事ニュース、文化の理解を目標に掲げてい

る。学生は課題として、日本の現在のニュースや社会

問題に関するニュースの英語新聞記事を自分で探して、

その要約を英語で行い、ディスカッションクエスチョ

ンを英語で書いてくることになっている。クラス内で

は、その課題に基づいて、グループで新聞記事の要約

を伝え、ディスカッションを行い、最後にディスカッ

ションの結果をまとめることになっている。日本の文

化に関しても、前もって自分の関心のある日本文化の

一側面を調べ、調べた内容をクラス内で発表すること

になっている。

 世界の現在のニュース、社会問題に関するニュース

に関して、同様に英語の新聞記事を探して、その記事

の英語要約と、ディスカッションクエスチョンの用意

を課題として、その課題に基づいて、レポート、ディ

スカッション、ディスカッションの報告が行われる。

世界の社会問題を扱う授業の際には、マララ・ユスフ

ザイが国連で行ったスピーチを紹介して、教育に関す

るディスカッションも取り入れている。各国の文化に

関しても、同様にある国の文化について調べてクラス

内で発表を行っているが、最後に、異文化に接する際

に、どのような姿勢が必要であるかについてグループ

やクラスでディスカッションを取り入れることによっ

て異文化に対する受容の姿勢を育てることを念頭に

置いている。

3.3.2 ポートフォリオの具体例

タスクの過程はポートフォリオに書き留めることが

できるようになっている。このようにポートフォリオ

に資料集（ライティング等の記録を留めることができ

る）を入れることによって、学生は常に自分の学びの

過程を観察できるようになっている。これもまた

Zimmerman (2002)の自己調整学習理論を取り入れた

一例である。以下はレッスン 10 のポートフォリオの

抜粋である。このレッスンでは Task1 から Task６ま

でを課題として取り入れている。まずTask1で学生の

馴染みのある旅行に関して、ペアで質問を作成し、そ

の質問をすることから導入を行う。以下の表では

Task2からTask4を紹介する。 

表2　ポートフォリオの資料集例 
Task 2: Unique cultures in many countries: Write 
many unique cultures in the world with your 
group members.  

Task3: Choose one country and look into unique 
cultures of the country with a partner. Take a 
memo during discussion and using the memo, 
report it to other students.  
Name of a country you chose 
Unique cultures in the country 

Task4: Every country and every region has 
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different and unique cultures. To be a global 
minded person, how and what we should do 
toward different and unique cultures in the world? 

Task2では世界のユニークな文化について調べること

が課題となっている。これは授業内で学生にインター

ネットを使用して、できるだけ多くの文化について調

べるブレインストーミングタスクとして導入された。

その後のTask3では１つの国のユニークな文化を、パ

ートナと調べるタスクをペアワークとして取り入れ、

調べた内容をまた新たなグループで発表をするタスク

も加えられている。Task４では様々の文化を学んだ後、

グローバル人材となるためには、その文化の多様性に

接した時にどう行動すべきかを議論してもらい、最後

にクラス全体でシェアする活動を取り入れた。表2で

は記載していないが、続くTask5このレッスンで学ん

だことをマインドマップに描きながらまとめ、Task6
ではそのマインドマップを参考に、パラグラフライテ

ィングをすることを課題として加えられている。 

3.3.3 プレゼンテーション力の強化

実際の授業では、コースの目標に掲げているように

英語で伝える力を育成するため、特にプレゼンテーシ

ョンスキルの強化に力を入れている。学生は半期中の

授業に、 個人プレゼンテーション、 日本のニュース

と文化を伝えるグループ・プレゼンテーション、 問題

解決グループ・プレゼンテーションの3つのプレゼン

テーションに取り組むことになっている。

まずは効果的なプレゼンテーションをするために、

デリバリーの仕方や Introduction, Body, Conclusion
の骨格を学ぶ機会を設けた。効果的プレゼンテーショ

ン方法について学んだ後、クラス全体に自分の関心の

あることについて３分間の個人プレゼンテーションす

ることが最初の課題である。その後の１つ目のグルー

プ・プレゼンテーションではレッスン6で学んだ日本

のニュース、レッスン7で学んだ日本の社会問題、レ

ッスン8で学んだ日本の文化を参考にして、それぞれ

の内容を１つずつ入れたグループ・プレゼンテーショ

ンを、パワーポイントを使用して行うことが課題とし

て取り入れている。最後のグループ・プレゼンテーシ 

ョンはある社会問題に関して、問題の原因、問題から

派生する影響、最後に問題解決策を提案する課題解決

提案プレゼン―ションが課題である。

3.3.4  振り返りシート 

上記表1 で紹介した右側の欄には、学生が毎回の授

業後、授業を振り返ることができる振り返りシートの

部分を導入した。ヨーロッパ言語ポートフォリオの言

語バイオグラフィを参考にしている振り返りシートの

導入は、自己調整学習理論(Zimmerman,2002)の最後

の段階である自己省察の機会を設ける目的がある。毎

回の授業後に、学習の取り組みの自己評価を行い、成

功や失敗の原因を考察することによって、次の学習を

より効果的にできることが期待されている。以下の表

3 は表１で示した右側部分に追加されているものであ

る。表3 ではレッスン１から5 までの振り返りシート

を紹介する。

表3 振り返りシートの例

Lesson Contents Looking back on 
today’s lesson, 
write comments. 

1 Orientation, Self-
Introduction, 
Introduction to 
Presentations 

2 Family and 
Friends 

3 Family and 
Friends 

4 Individual 
Presentation (What 
I have been most 
concerned about) 

5 Individual 
Presentation (What 
I have been most 
concerned about) 
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４  コース後の振り返り

大学１年生の総合英語コースにおいて、グローバル

化に向けた英語教育の必要性を感じ、これまで定義に

欠けていたグローバルコミュニケーションツールとし

て の 英 語 の 定 義 を 定 め 、 自 己 調 整 理 論

（Zimmerman,2002）とヨーロッパ言語ポートフォリ

オ( Council of Europe, 2001) を参考に、ポートフォリ

オを起草した。次に、まずこのコースの最初に目標と

して掲げたグローバルコミュニケーションツールとし

ての英語の習得の視点からコースを振り返る。次にそ

の目標の効果的達成のために導入されたZimmerman
（2002）の自己調整学習理論とヨーロッパ言語ポート

フォリオ（2001）を参考にして作成されたポートフォ

リオについて振り返る。

4.1 グローバルコミュニケーションツールとしての

英語授業の振り返り

グローバルコミュニケーションツールとしての英語

を「批判的、客観的に考え、ペアやグループワーク、

ディスカッション、そしてプレゼンテーションを通し

て、系統立てて、考えや意見を述べることができる英

語力であり、また他国の人々や文化を理解して、自国

の文化を理解し伝えることができる英語力」として定

義し、同時にこのコースの目標としてこのコースを進

めていった。

英語で行われたこのコースのクラスの最初は授業の

進め方に慣れない様子の学生もいたが、回を重ねるご

とに抵抗も少なくなっていたようだ。また日本のニュ

ースや海外のニュースについて英字新聞を読み、要約

をまとめ、発表、またニュースに基づいた議論を行う

ことによって批判的、客観的に考え、自分の考えや意

見を述べることができるようになったと考えられる。

以下に学生が書いた振り返りの抜粋を紹介する。

“I had good opportunities to speak English and 
discuss with all classmates.” 

この学生はクラスメートと英語で話し、ディスカッシ

ョンをするいい機会を持ったと、最初にディスカッシ

ョンを取り入れた授業後に書いている。

また系統立てて、考えや意見を述べることができる

英語力をつけることを目標としていたが、３回のプレ

ゼンテーションを通して、自分の考え、意見を述べる

ことができるようになったと考えられる。特に最後の

問題解決プレゼンテーションではある問題に関して情

報を収集し、その情報を客観的、批判的に見つめ、ま

たその問題に対して解決策を提案することが求められ

ていたが、各グループは協働で、性差別、教育問題な

ど様々の問題に関して、自ら調べ、批判的かつ客観的

に見つめ、最後の問題の解決提案までを行うことがで

きていた。またプレゼンテーションも事前に実践を通

しながら、指導していたため、効果的に行われていた。

以下に振り返りに記載されていた学生のコメントを紹

介する。

“I’m not good at English, so presentation was 
very difficult for me. But speaking in front of 
people was a very good chance.” 

上記は最初に個人プレゼンテーションを行った授業

後に学生が書いたコメントである。英語に自信がなく、

プレゼンテーションが難しかったが、プレゼンテーシ

ョンはいい機会だったとこの学生は前向きにとらえて

いる。

“Speaking English to tell others my opinions was 
difficult. But I thought it is important in today’s 
global society.” 

他の学生は、意見を述べるために英語で話すことは

難しいが、このグローバル化社会では意見を英語で述

べることが重要であると書いている。このコメントか

ら学生の間にこのコースの目標が伝わっていたと考え

られる。

4.2 ポートフォリオからの振り返り

英語をグローバルコミュニケーションとして学ぶ際

の目標をより効果的に達成するためには、学習者がよ

りよき学習者になることが必要と考え、自己調整学習

をとヨーロッパ言語ポートフォリオを参考にこのコー

スのポートフォリオを作成した。最初の授業のコース

内容説明の際には目標、シラバス、その後の学習記録

を記せる資料集の部分を使用して、説明することによ

って、学生はこのコースの目標や進路を明確にするこ

とができたと考えられる。

学生は毎回ポートフォリオを持参し、資料集をタス

クするたびに埋めていくことにより、自己調整学習で

述べられている自分の学びの観察をすることができた
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のではないかと考えられる。また振り返りシートは最

初の数回の授業では授業終了５分前を使用して、記入

をさせていたが、その後はあえて授業内では記入の時

間を取らなかった。自宅で記入するようには何度も伝

えたわけではなかったが、学期終了後ポートフォリオ

を回収すると、ほとんどの生徒が振り返り部分をすべ

て記入していた。その意味で、ポートフォリオを使用

することによって学習の振り返りが習慣化したのでは

ないかと考えられる。

最後に、振り返りに記入された学生のコメントの一

例を紹介する。

“I’m glad to take your class. I learned a lot of social 
issues in the world through homework. Today 
(7/12) is a “Malala day”. One pen and one book 
can change the world. This is my favorite 
sentence.” 

上記はコースの最後に学生が書いたコメントである。

課題を通して、世界の多くの社会問題について学んだ

と書いている。 学生のコメントを見る限り、この自己

省察の機会を前向きに捉えていたようだ。

５  まとめ 

 急速に進むグローバル化の波を受けて、グローバル

コミュニケーションツールとして大学でも英語を学ぶ

必要性があるとの観点から、本論文では World 
Englishes, English as a lingua franca, and English 
as an international language、CEFRの複文化主義、

文部科学省が掲げるグローバル人材、国際バカロレア

が提唱する 10 の学習者像を参考に、グローバルコミ

ュニケーションツールとしての英語を定義した。また

その定義を目標として、その目標の達成を促すために

よりよい言語学習者の育成が必要と考え、自己調整理

論とヨーロッパ言語ポートフォリオを参照して、大学

1 年生の半期クラス用にポートフォリオを起草、作成

したが、本実践報告ではそのポートフォリオの一部を

コースの内容とともに紹介した。 

現在のポートフォリオはあくまでも試作段階で、今

後、学生がグローバルコミュニケーションツールとし

ての英語を習得できるように、更なる工夫が必要とさ

れる。また今後、学生がこのコースを受講後、実際に

どのように力を伸ばすことができたのかに関して質的

かつ量的な研究も必要となるだろう。 

グローバル化が進む中で、英語教育の必要性が高ま

ってはいるが、英語をグローバルコミュニケーション

ツールとして教えるためには何をどのように教えるべ

きかについて具体的な指針に欠けているように思われ

る。本論文で紹介した内容が、少しでもグローバル化

に対応した大学での英語教育への示唆の一つとなるよ

うに願っている。 
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特集 

TOEIC®・TOEFL®対策指導の可能性を探る
（第１回 活用の広がりと波及効果） 

横川 綾子 A

Exploring pedagogical possibilities for TOEIC® and TOEFL®  
(The First Issue: Increased Application and Possible Washback) 

Ayako YOKOGAWA A 

１ 活用の広がりとその背景 

米国の非営利テスト開発機構 Educational Testing 
Service（ETS）が開発・作成する TOEIC® (Test of 
English for International Communication) ならびに

TOEFL® (Test of English as a Foreign Language) は、

大学の教育現場で最も活用されている英語能力試験と

言えるだろう。この場合TOEFL®とは、TOEFL ITP® 
(Institutional Testing Program)と呼ばれる学校・企業

等で実施される団体向けテストプログラムであり、

TOEIC・TOEFL ITPはともにマークシート方式によ

るリスニングとリーディングの 2 技能型試験である。

この2つのテストは、新入生のクラス分けや学年末の

到達度診断として学内で一斉実施されるほか、一定の

スコアを進級・卒業要件として、あるいは出願要件と

して課すなど多様な活用例が見受けられる。例えば、

筆者の勤務する東京海洋大学の大学院入試では

TOEIC700点で外国語（英語）試験が免除になる措置

がある。また近年は、新卒者の採用選考時に提出する

エントリーシートの多くに TOEIC スコアの記入欄が

あり、TOEICが就職希望者の「足切り」として使われ

ているとの話もある。実際、大学3年生の秋を迎える

頃になって TOEIC 対策を始める学生が急増し、なぜ

もっと早く相談に来ないのかと嘆く英語教員も少なか

らずおられるのではないかと拝察する。

多くの英語能力試験がある中、ここまで TOEIC・
TOEFL ITP が大学教育に浸透した背景には、学生に

とっては「受験上の利便性」、そして大学にとっては

A: 東京海洋大学グローバル人材育成推進室 

「実施上の簡便性」があるのではないだろうか。学生は、

TOEIC テストに関しては個人受験できる公開テスト

が年10回実施される点に利便性を感じるだろう[1]。こ

れは年3回実施の実用英語技能検定（英検）の3倍以

上の受験機会が、毎年提供されることを意味する。そ

してTOEIC・TOEFL ITPとも結果は合否ではなくス

コアで表示されることが、進級・卒業・就職活動を控

えた学生が複数回チャレンジしやすい要因となってい

る。一方大学にとっては、両テストともマークシート

方式のペーパーテストであることから、全受験者を収

容できる教室とCDを流す音響設備があれば大規模な

一斉実施が可能であるという、実施上の簡便性がある。

追加料金を払うと3営業日ほどでテスト結果が届くサ

ービスもあり[2]、短期間でクラス分けや成績判定を行

う必要のある大学に対する配慮も行き届いている。も

ちろんテストとしての信頼性が高いことが前提だが、

英語能力試験の利便性・簡便性は、その普及を左右す

る大きな要因の1つだろう。 

２ 増加傾向にある正規科目としての対策クラス

こうした活用事例の増加を背景にして、以前は外部

業者による非正規科目としての実施が多かった

TOEIC・TOEFL対策クラスが、単位を伴う正規科目

として開講されるケースが増えてきている。例えば、

筆者が 2009 年から 2014 年まで出講していた大学で

は、この 6 年の間に TOEIC600 点目標のクラスや

TOEFL ITP480 点目標のクラスが続々と新規開講さ

れ、新学期には教室に収容しきれないほどの履修希望
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者を集めた。大学からすれば、TOEIC・TOEFL 対策は自

学でやるべき、大学は資格試験予備校ではないという

主張もあるとは思うが、進級・卒業要件として規定す

るなど一定のスコアを取ることを学生に対して義務づ

けている場合、大学側にもそれなりの支援体制が求め

られるのは理解できる。

平成 24 年度より文部科学省によるグローバル人材

育成推進事業の支援対象になった大学では、その採択

事業[3]に合わせた大規模なクラス改編や新規開講を行

ったことだろう。採択事業の数値目標の１つとして、

一定のTOEIC・TOEFL ITPスコア取得者数が掲げら

れているケースもあるが（例：TOEIC800点以上取得

者が60人）、その目標達成に向け、英語能力試験対策

クラスの開講を進めた大学も多かったのではないだろ

うか。と同時に、このような数値目標が教育手法に与

える影響、数値目標の妥当性や実現可能性、2 技能型

ペーパーテストを学生の英語能力測定に利用すること

の是非など、熟慮すべき問題もあるように思う。

３ TOEICとTOEFL ITPはどう違うのか

昨今大学で広く活用されるようになった TOEIC・
TOEFL ITP ではあるが、一部の専門家や教育関係者

は別として、一般的にはテストの形式や出題内容、テ

ストが及ぼす指導・学習への影響について広く知られ

ているとは言えないだろう。本稿では2つのテストの

違いと共通点を簡略化し、表１にまとめた。詳細につ

いては、各テストの公式ホームページ 1) 2)を参照され

たい。

表1 TOEIC・TOEFL ITP の比較

TOEIC TOEFL ITP 
トピック・題材 ビジネス

日常生活

アカデミック

大学生活

問題数：問 200 140
内訳：問

リスニング 100 50
文法・語彙 52 40

 

読解 48 50
 

スコアレンジ：

点

10～990 310～677 

解答方式 マークシート方式

解答時間 約2 時間

表1 を見ると、TOEIC とTOEFL ITP は数字の上

ではよく似たテストのように思える。大きく違うのは

トピック・題材とリスニングの問題数だが、これはテ

ストの主旨を反映したものと言える。TOEIC はビジ

ネスパーソン向け、TOEFL は英語圏への留学希望者

向けの英語テストとしてそれぞれ開発されたという成

り立ちの違いがある。ちなみに現在、公開テストとし

て個人受験できる TOEFL は 4 技能型試験である

TOEFL iBT®で、このテストには文法・語彙に特化し

たセクションはない。2006 年から本格導入が始まった

iBT では、スピーキングやライティングでの運用能力

として現れた文法や語彙の知識を評価する方向へシフ

トしたことがわかる。

数字に表れない「体感的」な違いとしては、TOEIC
よりTOEFL ITPを難しく感じる受験者が多い。問題

数は TOEIC の方が多いが、解答に際しては情報処理

的な要素があり、出題傾向も比較的安定していること

から、コツを掴むと短期間でスコアアップする場合も

少なくない。対してTOEFL ITPは、題材や使用語彙

が学術的な分野から選ばれることから、語彙力や背景

知識の不足を嘆く受験者が多い。加えてリスニングの

読み上げスピードは手加減がなく、メモ禁止の状態で

1 分以上続くレクチャーを聞いて設問に答える問題も

ある。読解では、平均350ワードのアカデミックな長

文を読んで10問前後の設問に約10分間で解答してい

くなど、タスクとしての負荷が高いことも特徴だ。ま

さに留学先での講義についていけるだけの聴解力・読

解力があるかどうかを試されているというわけだ。

４ テストが及ぼす「波及効果」 

TOEIC や TOEFL といった英語能力試験は、大学

入試の文脈においては大学独自の選抜試験と区別して

「外部英語試験」などと呼ばれるが、その活用は主に私

立大学の入学者選抜において進んでいる。例えば、立

教大学では2016年度から実施する「グローバル方式」

の入試で、英検、IELTS™、TEAP、TOEIC・TOEIC 
S&W、TOEFL iBT®、GTEC CBTを出願資格として

活用するとしている[4]。入試が 4 技能型の英語能力試

験に変われば、それまでの2技能型を念頭に置いた従

来の教育手法も変わらざるを得なくなる。 後々受ける

テストを意識しながら教えたり学んだりすることより、
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テストそのものが教育手法や学習方法に与える影響を

「波及効果」と言うが、このキーワードは入試制度改革

の話題で頻繁に見聞きする。英語の入試は4技能型試

験が基本となれば、受験者は4技能をバランスよく身

に付けようとするプラスの波及効果が期待される。

話をTOEIC・TOEFL ITPに戻すと、大学の教育現

場にこれだけ両テストの活用が浸透し、対策クラスで

多くの学生が学ぶことにも、様々な波及効果が予想さ

れる。まずプラス面として、それまで英語に苦手意識

があった学生がスコアアップという数値化された成果

を手にすることで、学習意欲が向上する可能性がある。

加えてTOEIC・TOEFL ITPは標準化されたテストで

ある以上、出題傾向や学習範囲はある程度把握できる

ため、英語習得という茫洋とした目標に対して的を絞

った学習が可能になる利点もある。

一方で、マイナス面として最も懸念されることは、

TOEIC・TOEFL ITP が 2 技能型マークシート方式

のテストであるため、スピーキングとライティングの

技能を高める直接的なきっかけにはなっていないとい

うことだろう。TOEIC 批判でよく聞かれるコメント

に「TOEIC900 点でも英語を話せないのだから

TOEIC学習には意味がない」というものがある。これ

はある意味当たり前の話で、2 技能型テストで高得点

を取ったことは、その受験者が4技能においても優れ

ていることを自動的に保証するわけではない。テスト

開発に携わるETS は以前、「TOEIC では 2 技能を測

定することで4技能もある程度測定できる」というか

なり苦しい釈明をしていた。しかしスピーキングとラ

イティングの技能を直接的に測定するTOEIC® S&W
テストを実施するようになってからは、そのような説

明はされなくなった。

なお、前述の TOEIC900 点でもスピーキングには

苦労するというケースだが、例えば TOEIC500 点の

人より900点の人の方が受動的語彙や文法知識という

リソースは格段に豊かなはずである。そうした潜在能

力を持つ人が、相応の訓練を経て高度なスピーキング

スキルを後から身に付けることは十分可能であること

を付け加えておきたい。

５ 「期待値の明確化」と「品質保証」 

　こうしたプラス・マイナス両面の波及効果が予期さ
れる中、大学側が敢えて進級・卒業要件としてTOEIC・

TOEFL ITP の一定スコアを課す背景をいま一度考え

てみると、大きく 2 つの狙いがあるように思う。1 つ

は学生への期待値をスコアという数値で明確に示すこ

と、もう1つは学生を社会へ送り出す際の品質保証の

意味合いである。

東京海洋大学海洋科学部では、平成 26 年度入学生

から TOEIC600 点を学部 4 年次進級要件とした。そ

れに連動し、TOEIC 対策の必修科目を 1 年次と 3 年

次に設定し（3 年次の科目は平成 28 年度開講）、学内

の支援体制を着々と整えている。本学ではTOEIC600
点を「英語基礎力」と規定し、600点達成を4年次の

進級要件とすることで、3 年次終了までにこの基礎力

（＝TOEIC600 点を取得するスキル）を身に付けてほ

しいという、大学側の学生に対する期待値を明確に打

ち出した。3 年間の猶予つきで達成すべき目標を明示

された学生の自覚と自助努力に大いに期待している。

またTOEICの自己最高点が600点未満の学生は例

外なく4年に進級できないことから、逆を言えば4年

生になり学部を卒業した学生にはすべて、TOEIC600
点を取得するのに必要な英語基礎力が備わっているこ

とを意味する。理系の国立大学としてはかなり思い切

った施策だが、挑戦する価値のある教育改革であると

自負している。本学の取り組みと進捗状況については、

折に触れてご報告したいと思う。

注

[1] ペーパー版の TOEFL®PBT テストは段階的に廃止

されており、日本では公開テストは実施されていな

い。TOEFL ITP®テストは学校単位での受験になる

ため、個人受験は出来ない。

[2] それぞれの正式名称は TOEIC「ラピッドスコアリ

ングサービス」、TOEFL ITP「ラッシュ・スコアリ

ング・サービス」。

[3] グローバル人材育成支援の審査結果及び採択事業概

要については日本学術振興会のWebサイトに詳しい。 
http://www.jsps.go.jp/j-
gjinzai/h24_kekka_saitaku.html 

[4] 英語4技能試験情報サイト「大学入学者選抜制度 先

進的な取り組み事例」として取り上げられている。 

http://4skills.eiken.or.jp/selection/advanced/rikkyo
_univ.html 

参考文献

1) TOEIC®テスト公式ホームページ 
http://www.toeic.or.jp/index.html 

2) TOEFL®テスト公式ホームページ

http://www.cieej.or.jp/toefl/index.html
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会告  

１．入会手続きについて  

【会員の種別】  

会員には、以下の 5 つの種類があります。 
�

会員種別 会員となる資格要件 年会費

正会員

大学・短大・高専・高校教員などで本会の目的に賛同する個人（当該

教育機関の国際化推進担当者、グローバル人材育成教育関係者、留学

生教育関係者、キャリア教育関係者等を含む）

2,000 円 

学生会員 グローバル人材を目指す学生 1,000 円 

大学会員 大学、短期大学、高等専門学校など 10,000 円 

賛助会員 グロ－バル人材育成関連企業、教育関連企業、教材開発会社など 30,000 円 

フェロー
国際社会で活躍した経験を大学のグローバル化に生かすための支援

を惜しまない人々（個人）
10,000 円 

�

�

【新規入会申し込みと年会費振込】  
新規入会のお申し込みは下記の学会ウェブサイト URL からお願いします。 

  http://www.j-agce.org/?page_id=82 

合わせて、上記の年会費を以下の金融機関口座にお振り込みください。

ゆうちょ銀行（振替口座）

口座記号番号：01700−0−126765 
加入者名：グローバル人材育成教育学会

＊ゆうちょ銀行以外の金融機関から振り込まれる場合の上記振替口座情報は以下の通りです。

銀行名� ゆうちょ銀行

金融機関コード� 9900 
店番� 179 
預金種目� 当座預金

店名� 一七九（イチナナキュウ）店

口座番号� 0126765 
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２．第３回全国大会および各支部大会の開催日程と会場について

グローバル人材育成教育学会 (JAGCE) 第３回全国大会の開催日程と開催場所が下記のように確定

しました。大会プログラムの詳細については、後日学会ウェブサイト等でお知らせします。

第３回全国大会	
 

開催日程� 2015 年 11 月 14 日(金) 〜 11 月 16 日(日) 
開催場所� 明治大学駿河台キャンパス（東京都千代田区神田駿河台 1-1） 

また、各支部会の第 2 回支部大会については、以下の場所、日程で開催予定です。 

九州支部会	
 第２回支部大会	
 	
 

開催日程� 2015 年 5 月 16 日(土) �  
開催場所� 日本文理大学（大分市）

関東支部会	
 第２回支部大会	
 	
 

開催日程� 2015 年 6 月 6 日(土) �  
開催場所� 明治大学（東京都千代田区）

�

北海道支部会	
 第２回支部大会	
 	
 

開催日程� 2015 年 8 月 8 日(土) �  
開催場所� 札幌大学（札幌市豊平区）

中部支部会	
 第２回支部大会	
 	
 

開催日程� 2015 年 9 月 5 日(土) �  
開催場所� 松本大学（長野県松本市）

３．会誌第２巻第２号投稿論文募集について	
 

本学会誌第２巻第 2 号の投稿論文を募集しています。なお、今号以降、本学会誌の論文投稿は随時受

付けることといたしますので、どうぞ奮ってご投稿ください。第 2 巻第 2 号発行までの具体的なスケジ

ュールは以下のとおりです。

4 月末� � 第２巻第２号掲載のための原稿受理締め切り 
7 月下旬� （修正）原稿受理締め切り、最終結果通知 
8 月下旬� 最終原稿完成 
8 月末� � 発刊 

� 投稿の手続きおよび原稿執筆要領などの詳細につきましては、次頁に掲載の『グローバル人材育成教

育研究』投稿規程および下記の本学会ウェブサイト URL に掲載の原稿執筆ガイドラインをご参照くだ

さい。

http://www.j-agce.org/?page_id=89 
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『グローバル人材育成教育研究』投稿規程	
 

第 1 条	
 本誌はグローバル人材育成教育に関する研究論文や実践報告などを掲載するものとし、投稿に

ついては、研究論文および実践報告は本会の会員が筆頭者であるものに限るが、論壇、展望、

解説・講座、巻頭言は編集委員会が特に認めた場合は非会員が筆頭者となることを認める。

第 2 条	
 投稿原稿は、編集委員と編集委員会が委嘱する査読者による査読審査を経るものとする。

第 3 条	
 査読審査を経て編集委員会が公表するのにふさわしいと認めた原稿について、編集委員長がそ

の掲載を決定する。

2 �  執筆者に対して原稿料の支払いはせず、掲載料の徴収も行わない。

第 4 条	
 投稿原稿の記事類別と依頼原稿（編集委員会が執筆を依頼する原稿）の記事類別、内容とペー

ジ数は、以下の通りとする。

投稿原稿・ 依
頼原稿の別

記 事 類 別（括弧内は

英文原稿の場合 の表現
内容

ページ数

投稿原稿

場合により、これ

らの種別で編集委

員会が執筆依頼す

ることもある

研究論文

(Research Paper) 
グローバル人材育成教育に関する研究結果など 6～12※ 

実践報告

(Practical Report) 
グローバル人材育成教育に関する実践活動（授業など）

から得られた成果などについて、一般化には至らない

が、ある程度定性的・定量的に述べたもの

4～12※ 

投稿原稿・ 依
頼原稿

論壇

(Column) 
グローバル人材育成教育に関して意見や主張などを述

べたもの

2～8※ 

展望

(Prospect) 
主題について、最近の進歩や将来の予測を、広い視野に

立って述べたもの

2～8※ 

解説・講座

(Explanatory Notes) 
主題について、会員の啓発に資するように、技術、手法

などについて平易に説明したもの

4～8※ 

巻頭言� (Preface) 会長などが、巻頭に述べるもの 2 以内※ 

�

※図・表（写真など）は本文中に入れ、原稿は上表に定めるページ数内に収まる分量とする。

第 5 条	
 原稿は、学会ウェブサイトにある原稿表紙とテンプレート（割付見本）を利用し、わかりやす

い日本語または英語（英語第一言語話者に英文の校正を受けたもの）で作成する。

第 6 条	
 研究論文および実践報告に関しては、本文で使用する言語に関わらず、200 語以内の英文の要

約を付けるものとする。
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第 7 条	
 投稿の際は、指定されたメールアドレスに原稿のファイル（原稿表紙と論文を一つにまとめた

PDF ファイル）を送信する。原稿の受信後、編集委員会において書式等を確認したのち、受領

の通知を行う。また、必要に応じて、著者照会を行う。査読審査を経たのち本誌への掲載が決

定した段階で、受理の通知をする。

第 8 条	
 原稿は未発表のものに限り、二重投稿を禁じる。本誌に投稿した原稿の採否が決定するまでは、

著者は同内容の原稿を他の雑誌等に投稿してはならない。

第 9 条	
 本誌に掲載された論文等の全ての著作権（著作権法第 27条及び第 28条に規定する権利を含む）

は、グローバル人材育成教育学会に帰属する。

第 10 条	
 著者には、要望があれば本誌に掲載された論文等の抜き刷りを本人の実費負担により渡す。

第 11 条	
 本誌は原則として年二回以上発行する。

第 12 条	
 この規程を改廃するときは、編集委員会の議決を経て理事会で承認するものとする。
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